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課題名  H-071 水・物質・エネルギーの「環境フラックス」評価による持続可能な都市・

産業システムの設計 

課題代表者名 藤田壮（独立行政法人 国立環境研究所 アジア自然共生研究グループ  

環境技術評価システム研究室）  

研究期間 平成19－21年度 合計予算額  143,434千円（うち21年度 45,251千円） 

※予算額は、間接経費を含む。 

研究体制 

（１）圏域の地球環境影響を統合的に評価する環境フラックス評価モデルの構築に関する研究（独

立行政法人 国立環境研究所） 

（２）都市活動に伴う有機物質・エネルギーの地域の分布型フラックス解析システムの構築に関す

る研究（独立行政法人 産業技術総合研究所） 

（３）都市活動に伴う水・エネルギーの地域のフラックス解析システムの構築に関する研究  

（慶應義塾大学） 

研究概要 

１．序 

都市は経済や生活、資源循環等の社会・経済活動の場であるとともに、水・大気・熱の代謝の空

間として人間を含む生物の生命を支える機能を提供する場でもある。喫緊の政策課題である、低炭

素・循環型社会の形成を実現する上で、経済や生活の場である都市のあり方を、より合理的に誘導・

制御する環境技術を含む政策の導入が求められている。一方で、都市における様々な为体の活動や

それらが果たす機能の多様性、さらにはこれら活動や機能を規制・誘導する政策・制度の複雑さな

どから、低炭素・循環型社会の形成に向けた、分野横断的かつ統合的な都市環境政策の体系的な立

案が容易ではないことも事実である。 

このような問題に取組むには、個別の政策についての計画と評価だけはなく、都市の環境資源を

効率的に活用し、都市環境の制御に掛かる幅広い技術・政策オプションの導入を視野に入れた代替

的な将来シナリオを設定し、各シナリオの状況下で地球環境への影響を含む広域的な影響と地域環

境への影響を定量的に算定することで、行政担当者と企業、市民間で合理的な技術・政策に向けて

の合意形成を可能にする「シナリオ誘導型」のアプローチが有効となる。  

個別施策に関する学術的な検討は従前より行われてきたが、自治体が持つ地域的な特徴を反映し

て、複数の異なる施策の効果を評価することは難しかった。本サブテーマは大気・陸面・地下水・

建物の過程を統合した都市・地域スケールの水・熱・資源の環境フラックス解析モデルを開発する

ことにより、自治体における複数の低炭素施策を同時に評価するための枠組みを作成する。 

 

２．研究目的  

本研究課題は、国内の拠点都市における低炭素・循環型社会の形成に資するべく、持続可能な都

市・産業システムの設計を支援する都市環境の技術・政策の計画・評価システムを構築することで、

環境改善効果を最大化する技術・政策シナリオとそれに基づく行動計画の提示プロセスの構築を目

的とする。 

 具体的には、都市・産業活動に由来する水、物質、エネルギーに関する空間分布と時間変化を定

量的に算定するための、「汎用的なGIS書式での都市環境地理情報データベース」（都市環境地理

情報データベースと称する）を構築するとともに、都市及び圏域の環境資源のフローとストックの

空間分布とその移動特性を定量的に解析する統合的都市水・熱フラックス解析モデルおよび都市廃

棄物輸送モデルを開発する。これにより環境負荷の発生の帰属を、地域・活動为体について明らか

にする「環境フラックス評価システム」の構築が可能となり、現状における水、物質、エネルギー

の把握とそれを踏まえた問題点の抽出が可能となる。 

拠点都市における低炭素・循環型社会の形成に向けた最適な都市・産業システム設計を行うため、

都市熱環境緩和や資源循環の技術・政策インベントリを構築し、環境フラックス評価システムを用

いて、都市の将来シナリオの設計・評価システムの構築を進める。本システムにより、地域の都市・

産業システムにおけるステイクホルダごとの環境容量の評価と、その環境容量下における技術・政

策オプションの同定が可能となる。 

さらに、対象拠点都市において有意な環境改善効果をもたらす技術・政策に係る科学的根拠を示
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し、ステイクホルダ間でのシナリオに係る都市環境の知識と意識の共有支援と合意形成を促進する

プロセスの設計を視野に入れ、都市の低炭素化社会実現の短期・長期の政策立案での情報提供の方

法論を構築する。 

本研究で構築する都市環境の技術・政策計画・評価システムの基本フレームを図 1に示す。 

 

 
図１ 都市環境の技術・政策計画・評価システムの基本フレーム 

 

３．研究の方法 

（１）圏域の地球環境影響を統合的に評価する環境フラックス・環境基盤力の評価モデルの構築に

関する研究 

１）都市環境地理情報データベースシステム構築 

研究対象とする川崎市と周辺圏域を対象に、分布型の環境負荷発生、環境資源分布、環境基盤施

設の都市環境情報の地理情報システム (GIS)データベースを構築するなど都市・産業インベントリ

を含む地域GISデータベースシステムを構築して、そのプロセスを定式化する。 

水環境および熱環境については川崎市を対象に基礎情報の収集・整備にもとづき、水循環フロー

や建物排熱などの一次加工情報の作成・整備を行い、都市環境 GISデータベースの枠組みを構築し

た。また、この都市環境 GISデータベースを活用するための都市水・熱フラックス解析モデルおよ

び行政支援システムへのインターフェイスの検討を行った。総合的な都市環境 GISデータベースの

枠組み（基礎情報、一次加工情報、二次加工情報）に基づき、川崎市において実際に都市水・熱フ

ラックス解析モデルによる試行的な技術・シナリオ分析を行うプロトタイプのデータベースとして

構築し、試行的算定に供した。また、熱環境データ解析として、東京都、神奈川県を対象に人工排

熱量を算出するモデルを開発した。熱源となる空調設備、厨房機器、給湯機器を対象とし、業務オ

フィス、建築物からの排熱量を対象としている。都心部については 50ｍグリッドで、周辺地域につ

いては500ｍグリッドの空間スケールで、建築用途分類別床面積と季節別の排熱原単位を特定し、

工学的積算手法を用いて開発した。汎用的なGISフォーマットでの都市環境地理情報データベース

を構築するプロセスに基づき、川崎市を対象として、人工排熱算定、気象データの入手（地上気象、

高層気象、アメダス、海水面温度データ）等によりデータベースの拡充を図った。また、既存のデ

ータだけではモデル検証や現状把握が不十分な点を補足するために、とくに川崎市臨海部で多地点

同時観測を実施した。 

資源循環データについては、川崎市とその周辺地域を対象に設定し、为体間・地域間の相互依存
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関係を反映したマテリアルフロー・環境影響解析モデルを構築し、拠点都市の産業共生型資源循環

システムのポテンシャルや環境影響を定量的に示す方法論の構築に着手した。そのためにマテリア

ルフロー・環境影響解析モデルの考慮範囲と基本構造(評価サブモデル設計)を検討した。 

２）統合的な都市水・熱フラックス解析モデルの開発 

都市および圏域の水・大気・熱・エネルギー、資源循環について、環境資源のフローとストック

の空間分布と移動特性を定量的に解析できる、統合的な解析モデルを開発する。 

政策設計支援ツールとして有効なモデルとするため、大気・陸面・地下水・建物の過程を統合し

たモデルを開発する。これにより土地利用の変更や地下水の空調利用など複数の領域をまたぐ施策

に関する評価が可能となる。モデル開発においては，気象および地下水の観測データを用いて精度

本サブテーマで開発した都市熱・フラックス解析モデル (NICE-Urbanモデル)の構造を図2に示す。

空間的には地域スケール（大気モデル―陸面モデル）と都市スケール（大気モデル―キャノピー内

モデル―陸面モデル―地下水モデル―建物モデル）の２つのモデルから構成される。両者は大気モ

デルにおいてワンウェイネスティング (one-way nesting)により接続される。地域スケールモデル

は関東全域を2kmメッシュで分割し、 260km×260kmの領域をカバーする。都市スケールモデルは川

崎市周辺を200mメッシュで分割した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２：NICE-Urbanモデルの構成 

 

 

３）環境改善技術・政策インベントリ構築と将来シナリオの構築 

低炭素社会と持続可能な都市を実現するための都市熱環境緩和技術や、資源循環技術の技術・施

ー
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策インベントリを構築するとともに、都市環境解析モデルを用いた将来シナリオの設計・評価シス

テムを構築する。緑化や保水性舗装，未利用エネルギーの利用など街区レベルでの施策の評価を目

的とする。このような施策による効果は、高断熱化等の個別建物への施策と比較して定量化するこ

とが難しく、地域的な条件に左右されるためである。また、本サブテーマでは川崎市との連携のも

とに川崎市内の個別建物情報および土地利用に関する GISデータを用い、詳細な情報をモデルに反

映して施策の評価を行う。 

 

４）都市環境政策における合意形成支援システム 

低炭素・循環型社会を実現する上で、都市が合理的な都市環境活動にむけて誘導・制御する施策

を設計・実現において担うべき役割は極めて大きい。21年度は、都市・産業システムの代替的な技

術・政策シナリオを定量的なインベントリとして用意することにより、環境フラックス評価システ

ムを用いた、地域環境保全ポテンシャルを高めるための都市・産業システムをシナリオとして設計

する方法論について検討した。低炭素・循環型社会を実現する上で、都市環境活動を誘導・制御す

る具体的な低炭素都市整備計画及び都市産業システムの検討に重点を置いて、都市の緑化技術及び

政策システムと都市・産業共生の技術および政策システムについて、定量的なインベントリとして

用意することを行政の政策担当者との連携で進めた。 

都市低炭素政策にかかわる都市・産業システムの代替的な技術・政策シナリオを定量的なインベ

ントリと環境フラックス評価システムを用いた、地域環境保全ポテンシャルを高めるための都市・

産業システムをシナリオとして設計する方法論について検討した。具体的には、先ず国内・外にお

けるシナリオ策定と研究のレビューを行い、近年のシナリオ策定の動向や課題について整理した。

次いで、そこで得られた知見をもとに、都市スケールでの環境政策の立案に向けた、各種ステイク

ホルダの参加を前提とする都市環境シナリオ構築のフレームワークについて検討を行なった。本フ

レームワークは、行政機関や企業等のステイクホルダらによるシナリオ策定に向けた意思決定や合

意形成を、研究者や専門家等が科学モデルや都市環境データベースを用いて、合理的かつ科学的な

枠組により支援することを企図している。平成19年度は、シナリオ策定の試行的な取り組みとして、

川崎市の環境局や経済局等の行政職員、 NPO法人産業・環境創造リエゾンセンターで活動する川崎

市臨海部立地企業の職員、さらには国立環境研究所や産業技術総合研究所等の研究者・専門家等を

中心とし、都市－産業共生による循環型社会構築の可能性を評価・検討する「産業共生型資源循環

システム研究会」（合計 4回）、既存都市への各種環境技術・政策の導入による低炭素社会構築の

可能性を評価・検討する「都市環境改善技術・政策シナリオ研究検討会」（合計 4回）を企画・運

営した。 

その結果、本フレームワークの実践には、第一に、シナリオ策定のインフラとして自治体の政策

課題に応じた、都市の基本的な環境情報のプラットフォームの構築が必要であること、第二に、地

域活動のキャパシティを科学的に同定する利用性の高い統合的なモデルの開発が必要であること、

第三に、個別環境課題への対応を事後的に検討することでなく、将来シナリオを横断的に協議する

ための組織と権限を形成するためのアプローチが重要となることの議論を行った。  

 

（２）都市活動に伴う有機物質・エネルギーの地域の分布型フラックス解析システム構築研究 

持続可能な社会の構築に向けて、地球温暖化防止に対応した「京都議定書目標達成計画」、 エ

ネルギー・資源の有効利用を促す「循環型社会形成推進基本計画」などの様々な取り組みが行われ

ている。このような取り組みに対応した持続可能な都市・地域システムを設計するため、より実効

的な評価モデルの構築が求められている。本研究では、川崎市とその周辺地域（ 1都3県）を対象地

域に設定し、活動为体間・地域間の相互依存関係を反映したマテリアルフロー・環境影響解析モデ

ルを構築した。拠点都市の産業共生型資源循環システムの直接および間接的な環境影響ポテンシャ

ルを評価した。マテリアルフロー・環境影響解析モデルの構築では、都道府県を対象に廃棄物処理

プロセスの詳細を評価できる物質フローデータベースを整備した。同データベースを活用して、静

脈産業および地域間影響を評価できるように産業連関モデルの部門および空間拡張を行った。構築

したモデルの特長は、既存の廃棄物を対象とした産業連関モデルでは評価が困難であった、1)廃棄

物の発生から処理・再資源化までの一連のマテリアルフロー、2)多種・多様な廃棄物処理・再資源

化、3) 再資源化と減量化における環境・経済波及効果を定量的に分析可能にした点である。産業

共生型資源循環システムの環境影響ポテンシャル評価では、川崎市および1都3県を対象に、現行シ

ナリオ、積極的に地域内循環を推進するシナリオ、広域循環を推進するシナリオの比較を実施した。

結果として、広域循環システム導入が対象地域全体の資源循環利用量を増加させ、同時に CO2排出量

を減尐させることを明らかにした。本研究で構築したマテリアルフロー・環境影響解析モデルは、
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広域における政策連携や役割分担の科学的な根拠を提供するなど、低炭素・循環型社会向けた地域

政策の検討範囲をより一層広げることが期待できる。 

都市の具体的な循環政策の影響を評価できる分析モデルのフレームを構築した。具体的には、地

域別モデル（川崎市、周辺地域、その他地域）を作成し、川崎市とその周辺地域、および全国にお

ける産業廃棄物の詳細な中間処理量、処理方法別の再資源化量を明らかにするとともに、単位最終

需要あたりの発生、処理・資源化の誘発量を比較した。平成21年度の分析の結果、中間処理量と処

理方法別の再資源化量において地域別の差異が生じたが、これは、为に有機物の処理に起因するこ

とが確認された。これは、有機物の処理方式の差異ではなく、地域の産業構造と排出される廃棄物

の種類が異なることが起因することが明らかになった。最終需要からみた地域内の廃棄物排出誘発

量の検討においても、地域別の廃棄物発生量とその種類の違いは、各地域の産業構造によるところ

が大きいことが確認された。さらに、有機系廃棄物と無機系廃棄物の比率が、地域内の中間処理量

と再資源化量の誘発に影響を与えていることが示された。以上の結果より、処理技術の開発や多様

化、広域循環利用などを検討する際に、地域別の産業構造や施設の処理能力などを考慮しつつ、有

機系廃棄物に対する対策を最優先に設ける必要性が示唆された。 

 

（３）都市活動に伴う水・エネルギーの地域のフラックス解析システムの構築に関する研究  

民生業務部門の人工排熱量の大きい東京都心部を対象として、都市キャノピー、地表面、土壌面

の水・熱の移動が連続的に表現できるようにSiB(Simple Biosphere model)モデルで地中鉛直6層で

の土壌温度の算出を行うこと、および河川、運河等の水面水域温度入力を行い、キャノピー気温緩

和へ水域の影響を評価できる様に改良を加えたモデルの開発を行った。人工排熱量については、熱

源となる空調設備、厨房機器、給湯機器に関して業務オフィス、建築物からの人工排熱量を反映さ

せたモデルの開発を行った。これらは、都心部については 50m、周辺地域については 500mのグリッ

ドで、建築用途分類別（業務施設、商業施設、娯楽施設、医療施設等）床面積と季節別の排熱原単

位を特定し算出される。モデルによる計算結果の検証については、まず 2003年8月を対象として東

京 都 の 現 地 観 測 デ ー タ （ METROS ： Metropolitan Environmental Temperature and Rainfall 

Observation System）を用いて検証を行った。しかしながら、これらの検証では、観測地点の多く

が小学校のグランド等であり検証点も12点と尐ないため、様々な土地被覆面毎の検証を行ったとは

言えない。このため、 2002年に観測された衛星データ (ASTER/TIR)を用いて面的な検証を行うと共

に、ヒートアイランド現象が顕著な都市部においては 2009年8月に丸の内で計測された現地データ

を用いて検証を行った。 

 

４．結果及び考察 

（１）圏域の地球環境影響を統合的に評価する環境フラックス評価モデルの構築に関する研究 

  低炭素化社会と持続可能な都市を実現するために、都市熱環境緩和技術として緑化、保水性舗装、

建物高反射塗装などの建物・土地被覆改善に関する環境技術要素とそれを促進する政策要素を操作

的に取り扱うことのできるモデルへのインターフェイスを構築した。くわえて、技術・政策インベ

ントリから構成される代替的な将来シナリオについて、エネルギー削減およびCO2排出量低減効果を

評価する枠組みを構築した。NICE-Urbanモデルを用いた緑化導入による都市気象および空調エネル

ギーに与える影響を評価した。緑化施策および保水性舗装施策について、 2006年8月を対象に外気

温低減効果の評価を行った。緑化施策においては、空地を全て緑化した場合（ポテンシャルケース）

と、川崎市で現在計画されている緑化目標が達成されたと仮定した場合の 2条件について計算を行

った。地上1.6m(百葉箱が設置されている高さと同程度)で評価すると、夏期の昼間において空き地

を全て緑化した場合では最大約 2.0℃ , 緑化目標に沿って緑化を行った場合には最大 0.5℃の気温

低下が発生することが分かった。NICE-Urbanモデルを用いた評価では、排熱量や空調エネルギー消

費量、気温等の空間分布を街区や地域単位で算出することができる。川崎市の場合は建物が密集し

ている市の中心部における削減ポテンシャルが大きいことが示唆される。  

 

（２）都市活動に伴う有機物質・エネルギーの地域の分布型フラックス解析システムの構築に関す

る研究 

産業廃棄物データベースにおける中間処理の精緻化によって、既存統計では分析困難であった地

域別の廃棄物処理・再資源化プロセスの詳細な分析が可能になり、また、地域間比較によって、廃

棄物の処理・再資源化における地域差の原因と地域別の課題について明らかにすることができた。

さらに、地域モデルの構築によって、既存の廃棄物処理を考慮した産業連関モデルでは評価困難で

あった、1)廃棄物の発生から処理・再資源化までの一連のマテリアルフロー分析、2)多種・多様な

廃棄物処理・再資源化の評価、3)再資源化と減量化などにおける環境・経済波及効果の定量的な分
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析が可能になった。 

マテリアルフロー・環境影響解析モデルを用いて、川崎市とその周辺地域を対象とした産業共生

型資源循環システムに関わるシナリオの環境影響ポテンシャルを評価した。シナリオとして、川崎

市で閉じた循環利用〔シナリオ1〕、川崎市での周辺地域の廃棄物受入［シナリオ 2］、周辺地域の

川崎市の廃棄物受入［シナリオ3］を想定した。地域内循環を前提とするシナリオ 1より広域循環を

前提するシナリオ2、3の方が、大幅に循環利用量を拡大させ、同時にCO2排出量を削減させる環境影

響削減ポテンシャルが高い結果が得られた。 

 

（３）都市活動に伴う水・エネルギーの地域のフラックス解析システムの構築に関する研究  

2003年8月の東京都の現地観測データを用いた検証では、本モデルでの計算結果と東京都の現地

観測データとの比較において検証地点の 12個所全点で計算結果が現地気温を良好に再現する事が

確かめられた。しかしながら、東京都の観測点の多くは小学校であり、またグランドの多くは舗装

されており裸地ではない。このためこの検証結果だけでは、同一の土地被覆についてのみ検証した

事にしかならないためモデルの計算結果と土地被覆の関連を示すには十分とは言えない。このた

め、計算領域全体について検証するため 2002年8月10日観測の衛星画像と2009年8月に丸の内周辺で

現地観測を行った結果を用いてモデル計算結果の評価を行った。まず丸の内周辺のオフィス街にお

ける検証では、計算値と観測値がよく一致していることが示された。しかしながら衛星データとの

比較では、郊外の住宅地では計算値と観測値が良く一致するのに対して、都市部では場所により温

度差が大きな場所が存在していることが分かった。これらは、都庁、東京ビッグサイト、国立劇場

等の大型施設であった。これらの温度の違いについては、ビル等から大気中に排出される人工排熱

であると考えられる。これら大気中への人工排熱はモデルの計算結果には反映されるものの人工衛

星の観測画像には反映されていない。このためモデル計算と衛星観測画像との比較画像中に現れる

誤差は为に人工排熱に由来しており、モデルの計算については特に大きな問題はないものと考えら

れる。 

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

都市環境フラックス把握のための統合的な情報集積とマルチスケールに対応したデータの提供

が可能なGISデータベースの構築を進め、分野横断的な基礎情報の収集と加工、整備体系を検討し、

環境情報の統合的有効活用のための基本的整備・構築をプロセス設計した点に意義を有している。 

・都市環境における物質循環では、川崎市と周辺地域だけではなく 47都道府県を考慮に入れ、発生

から再資源化までの静脈産業部分のデータベースを構築し、各地域の産業構造、環境負荷への産業

別影響度、廃棄物組成別の資源化率などにおける地域特性を明らかした点に意義がある。 

・熱環境改善技術や低炭素都市の設計に向けた既往研究の多くは、個別の技術開発や技術や政策の

導入効果の算定にとどまっており、技術・政策オプション選定や削減効果の算定等に係るプロセス

の設計にまでは至っていない。本研究は、保水性・透水性舗装技術の実証試験に基づく技術評価を

行い、対象地における導入効果を評価するために都市構造を考慮した統合的都市水・熱フラックス

解析モデルを開発することで、技術・政策オプションに基づき定量的な技術導入・政策評価を行う

基本的フレームを設計し、試行したという点に科学的意義がある。 

・技術・政策シナリオを、都市スケールでの具体的な政策や計画に結び付けるには、対象地域の即

地的条件を踏まえつつ、都市スケールのシナリオの策定が必要となる。しかしながら、これまでそ

の方法は十分に議論・体系化されてこなかった。21年度に設計・試行したシナリオ策定プロセスは、

都市スケールのシナリオを策定するためのプロトタイプであり、科学的にも新規性が高い。  

本研究課題で開発した「環境フラックス評価システム」は、水、物質、エネルギーの賦存と移動

の評価、環境負荷発生の地域・活動为体別の帰属、および地域の資源特性、環境特性に応じた資源

の賦存特性とその変化の時系列評価を可能にするものであり、今後の都市スケールでの環境政策形

成への貢献余地が大きい。 

本研究を通じて得られた成果によって、ヒートアイランド現象のメカニズムである「人工排熱量

の増加」、「外気温の上昇」、「追加的冷房需要の発生」、「 CO2排出量の増加」の一連の機構解明

が進みつつある。NICE-Urbanモデルを用いて、ヒートアイランド現象を緩和し夏季の電力消費量の

上昇を抑制するために、雨水・河川水・海水等を都市に賦在する冷熱源として再検討することが可

能となる。具体的には、河川水や海水の冷熱利用（为にヒートポンプの熱源として）の地域熱環境

への影響とともに、地域の水熱環境特性を考慮した保水性を持つ土地被覆の都市環境改善と CO2排出

抑制の効果を検討することができる。本研究では、各被覆の透水性、空隙率、貯留水量を考慮して
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いるため、土地被覆の転換による都市キャノピー気温の冷却効果を評価するだけではなく、土壌水

分が都市キャノピー気温に与える影響を見積ることができる。また、モデルによる計算結果をそれ

ぞれ異なる土地被覆面において実測値を用いて検証することにより、モデルの再現性に関する精度

評価を行っている。このため、異なる土地被覆や土壌水分状態や気象条件を変更したシミュレーシ

ョン実験を容易に実施でき、土地被覆や土壌水分の違いがキャノピー気温へ与える影響の評価が可

能である。特に、雨水等の冷熱源としての利用するための適切な施策を実施することにより、今後

の政策決定に資する情報とすることができる。  

 さらに、持続可能な都市・地域システムの設計を可能にするマテリアルフロー・環境影響解析モ

デルの構築を目指して、作成したデータベースの細分化、地域別モデルのフレームの具体化および

その構築を行った。データベースの細分化により既存統計で把握困難であった産業廃棄物の中間処

理における地域別の詳細フローを推計した。これによって、既存の統計では分析困難であった地域

別の廃棄物処理・再資源化プロセスの詳細分析が可能になり、地域間比較によって廃棄物の発生か

ら処理・再資源化における地域差の原因と課題について明らかにすることができた。  

また、構築したマテリアルフロー・環境影響解析モデルは、既存の廃棄物処理を考慮した産業連

関モデルで評価困難であった、1)廃棄物の発生から処理・再資源化までの一連のマテリアルフロー

分析、2)多種・多様な廃棄物処理・再資源化の評価、3)再資源化と減量化における環境・経済波及

効果の定量的な分析を可能にした点で科学的意義がある成果と言える。さらに、土壌からの蒸発散

効果による都市の冷却メカニズムについても考慮し、空隙率を含む土地被覆、 6層の階層別土壌水

分を考慮したモデルを構築することにより、雨水等の水循環機能を都市に腑在する冷熱源として評

価する事を可能としている。モデルは、現地観測データを用いて精度評価を行う事で計算結果の信

頼性を高め、新しく条件を設定したシミュレーション実験を行う事が可能となる。シミュレーショ

ン実験では、土地被覆の変更による気温抑制効果を評価する（例：アスファルト→草地）ことや降

雨後の土壌水分の蒸発散による冷却効果（降雨後の浸透～蒸発散過程）が気温などに与える影響（強

度や持続時間）を定量的に評価することができる。土壌水分の蒸発散過程での冷却効果に関する評

価は、将来、雨水等を用いて都市を冷却する場合の効果を見積る上で重要である。  

 

（２）環境政策への貢献 

都市スケールで低炭素・循環型社会を形成するには、当該都市に腑存する環境資源の有効利用を

前提としつつ、地域環境への影響を最小化することが可能な環境技術や政策の同定が必要である。 

今年度、環境フラックス評価システムの一環として開発を進めた、都市およびそれを囲む圏域につ

いての定量的な時空間のデータベースに基づき水循環利用、熱・エネルギー循環利用および物質循

環利用の、地域環境および地球環境への影響を定量的に評価する都市水・熱フラックス解析モデル

および都市廃棄物輸送モデルは、都市・産業活動に由来する環境影響の、水資源腑存、エネルギー

消費、資源循環の観点からの定量的評価を可能にする。これらモデルは、対象都市における環境影

響だけでなく、周辺都市・地域への、あるいはそれら地域からの影響も評価可能なマルチスケール

の構造を有しており、これにより、当該環境課題に関わる対策技術や政策の評価や、有意な対策の

選定根拠を科学的に提供することが可能になる。例えば、低炭素型社会の形成では、都市熱環境改

善技術の保水性舗装・透水性舗装の導入による消費エネルギーやこれに伴う CO2排出量の削減効果の

評価が可能になる。また、循環型社会の形成においては、都市の動脈産業及び静脈産業構造を考慮

した産業共生型資源循環システムの設計とその導入における環境改善ポテンシャルの算定ができ、

本システムの導入における動脈産業の選定、再資源化率からの廃棄物の考慮、他地域との連携など

地域政策の方向性を検討することも可能である。このように、本研究課題で開発を進める「環境フ

ラックス評価システム」は、水、物質、エネルギーの腑存と移動の評価と、環境負荷発生の地域・

活動为体別の帰属と、地域の資源特性、環境特性に応じた資源の賦存特性とその変化の時系列評価

を可能にするものであり、今後の都市スケールでの環境政策形成への貢献が大きい。  

社会と地域、および環境資源の空間特性をもとに、低炭素化の限界効果の大きな技術・政策を選

定する方法論、技術政策間での相互の補完・相乗効果の高い空間政策として設計するための方法論、

さらに、低炭素の直接間接の効果をほかの効果と定量的に算定する方法論の基本フレームの開発が

できた。その上で、これらの方法論に基づく実用性のある計画支援ツールの要素を提供できた。   

本研究で開発するシステムは低炭素化まちづくりで次の貢献が期待される。①産業、交通、民生

業務、家計、公共部門などにわたる、温室効果ガスの排出为体を個別の機能最適化ではなく、政策

を統合的に取り扱う。②経済性や快適性に加えて、温室効果ガスの排出量削減を都市づくりの目的

に加える。③都市水・熱フラックス解析モデルの開発により、物理的過程に基づく様々なシナリオ

の多面的評価が可能となり、それらの結果を踏まえた行政担当者とのシナリオ合意形成に寄与でき
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る。さらに、④为体間の相互依存関係に伴う環境負荷(廃棄物、温暖化ガスなど)の誘発における波

及プロセスを明らかにすることを可能にして、拡張した多地域間モデルを利用することで地域間依

存関係を考慮した産業共生型資源循環システムの導入による地域内外での誘発の算定が可能にな

る。広域圈での政策連携や役割分担の在り方に関する科学的な根拠を提供することにより、低炭

素・循環型社会へ向けた地域政策の方向提示への貢献が期待できる。  

また、本プロセスは、実際の行政計画の策定スキームを考慮して、都市レベルでの低炭素社会の

形成に資することを想定している。その一環として、川崎市と国立環境研究所との間で 2009年1月

23日に「街区エネルギー環境制御システム」等の包括的な連携・協力に関する基本協定に調印し、

具体的な政策設計支援の研究展開についての協議を進めている。さらに、本研究の成果は、環境省

の地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策編）策定研修会で用いられ、低炭素施策に関す

る自治体担当者への情報提供の役割を果たした。 
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H-071 水・物質・エネルギーの「環境フラックス」評価による持続可能な都市・産業システム

の設計 

（１）圏域の地球環境影響を統合的に評価する環境フラックス評価モデルの構築に関する研究 
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循環型社会研究センター                   徐開欽 

名古屋大学 
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科学技術振興機構 

  低炭素社会戦略センター                        濱野裕之 

＜研究協力者＞ 

京都大学大学院 農学研究科                     橋本禅 

独立行政法人 国立環境研究所 

アジア自然共生研究グループ環境技術評価システム研究室    平野勇二郎・田上浩孝 

 

平成19～21年度 合計予算額             76,381千円 

   （うち、平成21年度予算額        24,290千円） 

※予算額には、間接経費を含む。 

                

［要旨］本研究課題は、都市・産業活動に由来する水利用や廃棄物、温室効果ガスや排熱などについ

て、その空間分布の時系列での変動を把握するとともに、都市・産業活動に起因する資源・サービスの

利用量やおよび環境への影響と環境資源の潜在的利用可能量を解析する「都市の環境フラックス評価シ

ステム」を構築する。「環境フラックス」の空間分布と時間変化を定量的に算定するシステムを構築す

ることで、地域の都市・産業システムにおける環境容量を評価し、その制約条件下における技術・施策

オプションを同定したうえで、地球環境保全への貢献を最大化する技術・施策シナリオの最終目標と行

動計画を提示するために以下の研究を行った。 

(1)地球環境地理情報システム(GIS)データベースの構築および要素技術評価について、拠点都市および

その周辺都市圏域における水・物質・エネルギー資源の腑存量、産業拠点における循環型産業の地域マ

テリアルフロー、都市活動による環境資源の消費・利用、廃棄物・廃熱等の環境負荷発生分布、その移

動・変動について分布型の地域データベースの構築を行い、データベースの行政、市民利用を想定した

インターフェイスの枞組みの設計も行った。 

(2)科学的な根拠による政策立案と評価を支援するためのシミュレーションモデルとして、構築および環

境技術、政策シナリオを設計して評価するフレームを構築した。都市水・熱フラックス解析モデルの構

築と検証を進め、特に都市構造と自然が混在する地域での再現性の向上を実現した。また緑化施策の導

入効果について川崎市緑化指針等をもとに導入率を考慮し、エネルギー消費削減量を指標とした算定を

行った。 

(3)都市環境政策における合意形成支援システムでは、低炭素都市に向けた具体的な政策形成や計画立案

に繋がるシナリオ策定プロセスの設計を進めた。この取り組みの成果として川崎市と国立環境研究所と

の間で2009年1月23日に「街区エネルギー環境制御システム」等の連携・協力に関する協定を締結した。 

 

［キーワード］低炭素社会、熱環境改善技術、GISデータベース、都市環境空間解析モデル、合意形成支

援システム 



 

 

H-071-2 

 

 

１．はじめに 

都市は経済や生活、資源循環等の社会・経済活動の場であるとともに、水・大気・熱の代謝の空間と

して人間を含む生物の生命を支える機能を提供する場でもある。喫緊の政策課題である、低炭素・循環

型社会の形成を実現する上で、経済や生活の場である都市のあり方を、より合理的に誘導・制御する環

境技術を含む政策の導入が求められている。しかしながら一方で、都市における様々な为体の活動やそ

れらが果たす機能の多様性、さらにはこれら活動や機能を規制・誘導する政策・制度の複雑さなどから、

低炭素・循環型社会の形成に向けた、分野横断的かつ統合的な都市環境政策の体系的な立案が容易では

ないのが現状である。 

一方で都市・地域での低炭素化に対しての要請はこの研究機関に拓的に拡大した。2020年までに20％

－30％削減、2050年までに50％－80％という削減目標の策定と実行が国際社会からの日本に対する要請

になることが確実になりつつあり、この水準の目標を達成するには低炭素化に向けて構造的な改革が必

要になることが明らかになっている。 

われわれの社会が達成してきた都市と地域の効率や利便性を、できるだけ損なうことなく温暖化問題

へ対応する、「確かな」ロードマップと実行プログラムを描くことが重要となる。さらに、このロード

マップとプログラムを、21世紀の社会的な都市づくりのビジョンの根幹として位置づけるプロセスも重

要となる。とくに、経済・社会活動と低炭素化を両立する道筋を具体的に描いていくことが、都市開発

と環境エネルギー計画の専門家に対する社会からの緊急の要請であるともいえる。 

20世紀の日本をふり返ると、化石燃料の大量消費を前提にした都市基盤とエネルギー基盤の整備によ

り、重工業化から高付加価値型の産業構造への移行を達成してきた。低炭素化社会では、20世紀に達成

してきたこの豊かさと価値創造力を保ちつつ、炭素排出を半減する社会を実現することが求められる。

そのためには、個々の事業を積み上げて対応するアプローチに頼って将来像を描くと、社会活動の規模

を縮小することに低炭素化の実現を求める方向に向かう恐れもある。 

都市と社会の活力を損なうことなく、低炭素化を実現するには、さまざまな技術や仕組みを、計画的

に都市やエネルギーの基盤として空間に織り込むアプローチが重要となる。その具体的な議論はまだ端

緒に就いたばかりでもあり、個別の技術開発や国家スケールでの社会制度の導入と合わせて、都市、空

間で可能になる統合的なアプローチを実現することが、高効率の低炭素化社会形成の鍵となる。日本の

高度成長期には、産業とエネルギーなどのインフラが建設され、その後、下水処理施設や廃棄物処理な

どの環境基盤施設の都市空間での集積が進んだことで、高度経済成長から安定成長への持続的な移行が

可能になった。化石燃料に支えられた工業化社会を低炭素化社会に変える大きな転換期には、低炭素化

の施設や行動を公共財として、官民が連携して整備を実現する低炭素の都市づくりのフレームも必要と

なる。すでにヨーロッパの各都市では低炭素の都市の取り組みが先行している。アメリカの諸都市でも

都市や都市圏での低炭素化への検討が先行して始まっている。これらの低炭素に向けた都市と地域の動

きは、今後一層加速する潮流にある。わが国でも個別の技術への対応から一歩踏み込んだ統合的なアプ

ローチとして環境モデル都市の取り組みが具体的な形となりつつある。 

これまでも脱温暖化のシナリオ研究を通じて、将来的な目標設定から今行うべき政策の方向性を定め

て政策のシナリオを描く「バックキャスティング・アプローチ」の検討が進んできた。バックキャステ

ィングによって、都市・地域にとっての低炭素政策の中長期的な目標が与えられる。一方で、その目標

を達成するためにたどるべき中期的、短期的な道筋を具体的に設計する方法論の確立も重要となる。こ

のための都市のグラウンドアップ・プログラムは、自治体の経済、社会特性および環境特性を反映して

設計することが必要となる。一律的な対策では地域によってはその効果と費用にばらつきがあり、地域
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間の目標達成の格差が生じるとともに、その実現に要するトータルの社会費用が著しく大きくな

ることも懸念される。 

低炭素社会づくりに向けての地域の試みは、自治体の規模や地域を問わず、急速な勢いで広がりつつ

ある。地方の動きは構想や計画の段階から、すでに実施、実行の段階に移っている。多くの市町村では、

ポスト京都での低炭素の目標が義務付けられることに対応しなくてはいけないという、受け身の姿勢の

印象はむしろ希薄である。多くの自治体では、低炭素化の社会変化の中で新たな地域の活性化のきっか

けを得ること、あるいは都市としての魅力として結実させるという能動的な姿勢が共通している。まさ

にグラウンドアップの形で、各省庁でも低炭素都市や中心街区の形成を支援する事業や制度の検討が本

格化しつつあり、低炭素化に向けてのさまざまなフロントランナー都市が実現する期待がある。 

一方で、この期待を具体化するには、低炭素化都市の計画理論と計画支援の方法論の開発が急務とな

る。これまでの都市計画が、認知しやすい目的志向型のプロセスデザインにその为眼が置かれたことに

対して、低炭素化都市ではめざすべきターゲットのデザインに为眼を置く計画論の提供が重要となる。

そのうえで、その理論に基づく計画支援手法、ツールの開発も必要となる。 

低炭素化まちづくりはこれまでのまちづくりと比べると、次の特徴を持つ。 

①都市に立地する温室効果ガスの排出为体は、为要なものでも産業、交通、民生業務、家計、公共部

門などにわたり、これまで個別の機能最適化で設計されてきた政策を統合的に取り扱う必要がある。 

②経済性や快適性にくわえて、温室効果ガスの排出量削減を都市づくりの目的に加える必要がある。

とくに、炭酸ガスの排出削減効果は都市外へも及ぶため、波及的な効果の空間移動を考慮し、都市の活

動に帰属させる論理が必要になる。都市間の排出効果の分担を適正に評価しなければ、「低炭素フリー

ライダー」が生まれて、広域的に効果のある低炭素技術の推進を妨げる懸念がある。 

脱温暖化シナリオ2050は国土のターゲットを設定し、それにより低炭素化社会について都市、地域に

とっても政策の方向性を提示することに大きな役割を果たしてきた。そのうえで、都市や地域で、短期、

中期、長期での時系列でのグランドアップ・プログラムを設計するには、社会と地域、および環境資源

の特性を考慮することが必要になる。空間特性をもとに、低炭素化の限界効果の大きな技術・政策を選

定する方法論、技術政策間での相互の補完・相乗効果の高い空間政策として設計するための方法論、さ

らに、低炭素の直接間接の効果をほかの効果と定量的に算定する方法論の開発が求められる。その上で、

これらの方法論に基づく実用性のある計画支援ツールが必要となる。 

図1は、以上をふまえての低炭素都市技術・政策の評価システムの基本フレームを示す。具体的な都市

を対象にして、都市環境GISデータベースと環境解析モデルに基づいて、環境負荷の発生から環境フラッ

クスの算定、および低炭素都市の技術評価システムのプロセスを構築している。水・熱エネルギー・廃

棄物の環境負荷発生・移動の空間特解析システム、技術政策の導入効果を定量的に算定するシステムの

構成を目指している。 
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本研究課題は、国内の拠点都市における低炭素・循環型社会の形成に資するべく、持続可能な都市・

産業システムの設計を支援する都市環境の技術・政策の計画・評価システムを構築することで、環境改

善効果を最大化する技術・政策シナリオとそれに基づく行動計画の提示プロセスの構築を目的とする。 

 

２．研究目的 

本研究は、都市スケールにおいて、都市産業構造の循環型への転換、産業活動を都市代謝の基盤とし

て活用することによる低炭素社会へ向けた産業システムの構築を目指し、水・物質・エネルギーに関す

る環境フラックスの現状把握と解析モデル構築と、環境改善技術・施策インベントリ構築により、これ

らのオプションがもたらす拠点都市とその周辺圏域への影響を地域地区ごとに定量的に算定することで、

最適な将来シナリオの設計・評価システムを構築していく。本研究で構築する市環境の技術・政策計画・

評価システムの基本フレームを図1に示す。対象とする都市について、都市環境GISデータベース、統合

的都市環境解析モデル、技術・政策インベントリ、合意形成支援システムを構成する。 

 

（１） 都市環境地理情報データベースシステム構築 

研究対象とする川崎市と周辺圏域を対象に、分布型の環境負荷発生、環境資源分布、環境基盤施設の

都市環境情報のGISデータベースを構築するなど都市・産業インベントリを含む地域GISデータベースシ

ステムを構築して、そのプロセスを定式化する。 

 

（２）統合的な都市水・熱フラックス解析モデルの開発 

都市および圏域の水・大気・熱・エネルギー、資源循環について、環境資源のフローとストックの空

都市環境GISデータベース 統合的都市環境解析モデル 技術・政策インベントリ 合意形成支援システム
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図 1 都市環境の技術・政策計画・評価システムの基本フレーム 
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間分布と移動特性を定量的に解析できる、統合的な解析モデルを開発する。 

政策設計支援ツールとして有効なモデルとするため、大気・陸面・地下水・建物の過程を統合したモ

デルを開発する。これにより土地利用の変更や地下水の空調利用など複数の領域をまたぐ施策に関する

評価が可能となる。モデル開発においては、気象および地下水の観測データを用いて精度の検証を行う。 

 

（３）環境改善技術・政策インベントリ構築と将来シナリオの構築 

低炭素社会と持続可能な都市を実現するための都市熱環境緩和技術や、資源循環技術の技術・施策イ

ンベントリを構築するとともに、都市環境解析モデルを用いた将来シナリオの設計・評価システムを構

築する。緑化や保水性舗装、未利用エネルギーの利用など街区レベルでの施策の評価を目的とする。こ

のような施策による効果は、高断熱化等の個別建物への施策と比較して定量化することが難しく、地域

的な条件に左右されるためである。また、本サブテーマでは川崎市との連携のもとに川崎市内の個別建

物情報および土地利用に関するGISデータを用い、詳細な情報をモデルに反映して施策の評価を行う。 

 

（４）都市環境政策における合意形成支援システム 

低炭素・循環型社会を実現する上で、都市が合理的な都市環境活動にむけて誘導・制御する施策を設

計・実現において担うべき役割は極めて大きい。平成21年度は、都市・産業システムの代替的な技術・

政策シナリオを定量的なインベントリとして用意することにより、環境フラックス評価システムを用い

た、地域環境保全ポテンシャルを高めるための都市・産業システムをシナリオとして設計する方法論に

ついて検討した。 

低炭素・循環型社会を実現する上で、都市環境活動を誘導・制御する具体的な低炭素都市整備計画及

び都市産業システムの検討に重点を置いて、都市の緑化技術及び政策システムと、都市・産業共生の技

術および政策システムについて、定量的なインベントリとして用意することを行政の政策担当者との連

携で進めた。 

 

 

３．研究方法 

（１）都市環境地理情報データベースシステム構築 

まず、水環境および熱環境に関する基礎情報の収集・整備と水循環フローや建物排熱などの一次加工

情報の作成・整備を行い、都市環境GISデータベースの枞組みを構築した。その上で、汎用的なGISフォ

ーマットでの都市環境地理情報データベース（以下 GISフォーマットでの都市環境の地理情報のデータ

ベースとして都市環境GISデータベースと称する）の枞組みを構築して、都市環境GISデータベースを活

用するための都市環境空間解析モデルおよび行政支援システムへのインターフェイスを検討した。 

１)都市環境GISデータベースの構築 

対象地域における都市基盤情報や建物情報などの基盤情報は川崎市から情報提供を受けることとし、

その他、解析に必要な各種測定情報や統計情報などの情報は位置情報を新たに付加することにより、都

市環境GISデータベースを構築した。収集整備した都市環境GISデータベースの基礎情報を用いて、水環

境に関する情報を空間的かつ定量的に結合し、水循環フロー情報を一次加工情報として作成する。同様

に、熱環境に関して、建物情報を用いて、建物用途分類や床面積の統合を行い、原卖位法により排熱量

の推計を行い、一次加工情報として作成する。都市環境空間解析モデルによる解析結果は二次加工情報

として整備した。都市環境GISデータベースの構築において、環境情報を基礎情報、一次加工情報、二次

加工情報のカテゴリーで整備し、情報公開に際して公開レベルを個別に管理するデータベース構築の基

本プロセスをまとめた。 
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対象地域における基礎情報は川崎市からの提供を受け、各種水・熱環境データの算定・GIS化

する一次情報加工と、都市環境解析モデルによる解析結果の二次情報加工で都市環境GISデータベースは

構成される。平成21年度は、これらのデータベースに、更に人工排熱算定、気象データの入手（地上気

象、高層気象、アメダス、海水面温度データ等）によりデータベースを拡充した。また、既存のデータ

だけではモデル検証や現状把握に不十分な点を補足するために、対象地である川崎市臨海部での多地点

同時観測を実施した。 

 

２)行政支援システム等への活用検討 

都市環境GISデータベースの活用としては、マルチスケールモデルである都市環境空間解析モデルへの

データ提供と行政支援システムのデータ基盤が考えられる。前者に対しては、GISデータとしてのメリッ

トを生かしマルチスケールのデータ要求に効率的にデータ提供を行う。後者に対しては、データ管理を

活用したユーザに応じた公開レベルの提供を効果的に行うことを可能とする。これらを活用プロセスと

して整理する。 

都市環境GISデータベースの活用としては、マルチスケールモデルである都市環境空間解析モデルへの

データ提供と行政支援システムのデータ基盤とすることが考えられる。平成21年度は、都市環境GISデー

タベースの行政支援システムへの活用を鑑みたインターフェイスの設計に着手した。 

 

（２）統合的な都市水・熱フラックス解析モデルの開発 

１）都市水・熱フラックス解析モデルの開発 

これまでに開発を進めてきたNICEモデルをベースにして、大気境界条件を与えるMSM (Mesoscale 

Spectral Model)との連結、都市キャノピー内の運動、熱、水移動さらには都市排熱の一部を簡易型AUSSSM

モデル(Architecture-Urban-Soil Simultaneous Simulation Model)の一部に組み込み、大気、土壌、地

下水を連結させたモデル開発を行った。このモデルを用いた技術評価としては、川崎市緑化指針等を考

慮した緑化導入及び保水性舗装導入の効果について、より現実に即した技術導入効果の評価を行った。 

これまでに開発してきた陸域統合型NICE (NIES Integrated Catchment-based Eco-hydrology)モデル

(Nakayama (2008)、Nakayama and Watanabe (2004、2006、2008)、 Nakayama et al. (2006、 2008))に

新たな改良を行った。NICEモデルは、MODIS (Moderate resolution Imaging Spectroradiometer)衛星デ

ータから得られるLAI(Leaf Area Index)やFPAR(Fraction of Photo-synthetically Active Radiation)

等の高次プロダクトと同化することによって植生の季節変化・増殖を考慮し、かつ、河川水・土壌水分・

地下水及び植生間での相互作用を考慮した3次元グリッド型の水・熱・物質収支モデルである。 

 都市形状、放射過程、及び水・熱収支のモデル化を含む都市キャノピーモデルの構築を行った。また

陸域―大気域間での水・熱フラックスを考慮して陸域NICEモデルと大気モデル(RAMS)の結合を行った。

更に、都市内部の挙動については、簡易型のAUSSSMをベースにして鉛直平均値(温度・湿度・風速)の水

平方向への移流拡散プロセスを新たにモデル化して追加した。 

モデル境界条件として、土地利用・植生・土壌・地質等のGISデータを各3次元グリッドに与えるとと

もに、広域境界条件として気象庁MSM及びECMWF(European Center for Medium range Weather Forecasting)

再解析データを用いた。都市域については、国土数値情報及び川崎市・横浜市・東京都提供の建物デー

タを用いて作成した建物メッシュデータを境界条件とした。計算の際には、広域の関東メッシュ(計算領

域：260km×260km、 格子サイズ：2km×2km)での計算結果を詳細な川崎メッシュ(計算領域：36km×36km、 

格子サイズ：0.2km×0.2km)の初期条件及び境界条件として入力するワンウェイネスティン（one-way 

nesting）を行った。 

川崎市提供の川崎市全域の気象観測データ及び水収支観測データを用いて、2005-2006年の2年間の検
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証を行った。併せて、気象庁MSMの再解析データも参考値としてモデル検証に用いた。 

従来のライフサイクルインベントリ分析のシステム境界を拡張し、循環利用によって節約された資源

の標準的な利用過程も境界内に含めた評価を行う。評価対象として、プラスチック製容器包装のリサイ

クル及び、木材を原料とする紙のリサイクルの事例を取り扱った。インベントリデータは、既存の報告

書や独自にヒアリング調査を行ったものを評価に使用した。 

本研究で開発した都市熱・フラックス解析モデル(NICE-Urbanモデル)の構造を図2に示す。空間的には

地域スケール（数百km四方）と都市スケール（数十km四方）の2つのモデルから構成され、それぞれ以下

の要素を含む。 

 地域スケールモデル：大気モデル―陸面モデル 

 都市スケールモデル：大気モデル―キャノピー内モデル―陸面モデル―地下水モデル―建物モデ

ル 

両者は大気モデルにおいてワンウェイネスティングにより接続される。地域スケールモデルは関東全域

を2kmメッシュで分割し、260km×260kmの領域をカバーする。都市スケールモデルは川崎市周辺を200mメ

ッシュで分割し、東西36km×单北26kmの領域をカバーする。 

 

各物理過程に対応するサブモデルの構造は以下の通りである。 

 

 
図 2 NICE-Urbanモデルの構造 

 

a.大気モデル 

大気モデルはコロラド州立大学を中心に開発されたメソ気象モデルのRAMS（Walko et al.(2003)）を

元とし、オリジナルの陸面過程を取り除き、新たにSiB2ベースの陸面モデルを結合している。鉛直格子

間隔は地域モデルについては100m～1200m、 都市モデルについては100m～1000mとした。地域モデルの境

界条件は、気象庁によるMSMモデル再解析データ（水平格子間隔10km）を用いた。都市モデルの境界条件

は地域モデルによる計算結果（気温、 風速、 相対湿度）をワンウェイネスティングにより入力した。 

 

b.陸面モデル 

陸面過程は、植生モデルSiB2（Sellers et al.、 1996）に田中の都市キャノピーモデル(Tanaka (2004))

を組み合わせており、都市の陸面過程を計算することが可能である。陸面モデルと大気モデルとの間で

相互にフラックスの交換を行いながら計算を行う。地面の状態は、地域モデルにおいてはRAMS標準の米

境界条件
圏域スケールモデルから出力

（風速・風向、温度、湿度、降水量）

地下水モデル

大気モデル大気モデル

陸面植生モデル

地表水

2km-mesh

200m-mesh

大気

地表面

地下水

圏域；2km-mesh

ネスティング
（川崎周辺）

対象都市
200m-mesh
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国地質調査所（USGS）による土地利用データを用い、都市モデルにおいては川崎市による土地利

用の調査結果を用いた。建物に関しては、川崎市の個別建物データを200mメッシュ毎に集計し、建物面

積割合と平均建物高さをモデルに入力した。川崎市に隣接する自治体については、統計情報をもとにメ

ッシュ毎のパラメータを推定した。 

 

c.キャノピー内モデル 

キャノピー内の各物理量の鉛直分布を求めるためにAUSSSM(萩島、 2003)をベースとし、水平方向の移

流拡散スキームを組み合わせたモデルを開発した。地表面とメソ気象モデルの最下層の間の詳細な温度

分布を求めることができる。鉛直1.6m格子で地上0mから40mを解くことができる。 

キャノピー内モデルには個別建物データから算出した時刻別の人工排熱データを入力した。人工排熱

は3次元的に入力され、工場の煙突からの排熱は煙突口のある高さから排出される。 

 

d.建物モデル 

 
図 3 建物モデルの構成 

 

AUSSSM(萩島 (2003))をベースに建物内部の過程を計算する。キャノピー内モデルで計算された気象条

件を用いて、空調負荷および空調エネルギー消費量を計算する。建物条件に関しては、川崎市の個別建

物データをもとに200m四方の街区について統計を求める。5つの建物区分（戸建住宅・集合住宅・公共施

設・工業施設ほか）に分割している(図3)。建物モデルで計算された空調排熱はキャノピー内モデルにフ

ィードバックされる。 

 

e.地下水モデル 

地下水過程はUSGSにより開発されたMODFLOW(Harbaugh et al. (2000))を用いている。川崎市周辺の地

下構造データは、国土地盤情報（http://www.kunijiban.pwri.go.jp/）およびかながわ地質情報

（http://www.toshiseibi-boring.jp/）より多数のボーリング柱状図をデジタルデータとして取得し、

それらのデータから詳細な土質情報を抽出して用いた。また、空間補間には、地形情報の補間に一般的

に用いられているクリギング法を用いることとした。その結果、緑化はある程度の規模が無いと街区レ

ベルでの温度低減効果が見られない傾向が見られた1)、2)、3)。 

 

外部気象条件
•気温
•風速
•湿度
•日射量

空調排熱

流入熱量
＝空調負荷

空調機器の
電力消費量

屋外
（NICE-Urbanキャノピー内モデル）

屋内
（NICE-Urban屋内モデル）

CO2排出量
建物内部の温度
壁、床、天井

空調機器
設定温度

×(1+1/COP)

×1/COP

×排出量原単位

屋内部分のモデル構成

地下水モデル

大気モデル大気モデル

陸面植生モデル

地表水

戸建住宅戸建住宅 集合住宅集合住宅

業務・商業施設業務・商業施設 公共施設公共施設 工業施設他工業施設他

5種類の建物区分について、

排熱量・エネルギー消費量を計算
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２) 統合型の都市水熱環境解析（NICE-Urban）モデルの開発 

これまでに開発してきた陸域統合型NICE (NIES Integrated Catchment-based Eco-hydrology)モデル

(Nakayama (2008)、 Nakayama and Watanabe (2004、2006、2008)、Nakayama et al. (2006、 2008))1)、

2)、3)、4)に、为に建物構造、アスファルト等の都市構造を組み込んだモデルを平成19年度までに開発を行

ってきた。平成21年度は、個別に扱われていた気象モデル、都市キャノピーモデル、地下モデルを結合

した統合的モデル構築を進めるとともに、モデル精度の向上を目的とした都市キャノピーモデルにおけ

るパッチ化を実施した。図は、パッチ化導入前後における土地利用の再現性の違いを示すものである。

パッチ化導入前(Aggregation)のメッシュ設定では土地利用区分から面積比率の一番大きな区分でメッ

シュを代表させて計算を行っていた．今回のパッチ(Patch)化導入により、メッシュ内を構成している各

土地用途を占有割合で再現し、各土地利用区分からのフラックス(Si)を個別に計算することが可能となる．

各メッシュにおけるフラックス(S)は、短波放射、長波放射、顕熱、潜熱、運動量を対象とし、以下の（1）

式で表わされる。 





n

i

iiSrS
1    （1）

 

ここで、ｉは土地利用区分を示すパッチ番号（i=1～5、1：水域、2：森林、3：耕作地、4：公園/草地、

5：都市域）を、riは各パッチの面積比率を示す。 

 

 

３)モデルの境界条件及び計算領域 

本研究では、気象庁メソ客観解析データを広域スケールの関東メッシュ(計算領域：260km×260km、 格

子サイズ：2km×2km)にネスティングした計算を行った後、その計算結果を都市スケールの川崎メッシュ

(計算領域：36km×36km、 格子サイズ：0.2km×0.2km)にワンウェイネスティン（one-way nesting）す

ることにより計算を行った。シミュレーション期間は、2006年8月1日～2006年8月31日の31日間とし、時

間ステップは関東メッシュにおけるRAMSでは5秒、川崎メッシュにおけるRAMSで1.5秒、都市キャノピー

モデル内で2～30秒までスケール及びサブモデル間で可変とした。モデル検証には、川崎市提供の川崎市

全域（全29地点）の気象観測データを用いた。 

 

（３）環境改善技術・政策インベントリ構築と将来シナリオの構築 

地球温暖化への取り組みが国際社会でもわが国においても緊急の課題となる中で、経済成長や快適性、

活動の効率を維持しつつ、エネルギー消費、およびCO2排出量を低減する低炭素都市の設計と実現が急

務となりつつある。特に、民生部門におけるエネルギー消費量は、1990年度比37.6％と大幅な増加傾向

にあり、夏季の都市高温化による外気温の上昇が、エネルギー消費の増大等を引き起こすと指摘されて

いる1)。1990年代より都市熱環境緩和のための対策技術について、議論が繰り返されており、近年では、

多様な対策技術が検討されており、数値シミュレーションや実測研究もすすめられている。 

例えば、亀卦川(2007)は、気象条件と建築エネルギー消費の空調排熱を介した相互作用過程を都市ス

ケールにて考慮可能なMM-CM-BEMを用いて、空調排熱削減や屋上緑化・壁面緑化・日射反射率向上等を住

宅へ導入した場合のシミュレーションを行っている。また、田村ら(2005)は、東京23区を対象とした、

都市卖位での緑化推進、保水性舗装・高反射率塗装の導入、道路交通排熱・建物排熱の削減について気

温低減効果の予測を行い、その対策の有効性を示した。 

また、都市熱環境の緩和とエネルギー消費の影響については、鳴海ら(2006)により明らかにされており、

都市熱環境緩和技術導入による効果についても、様々な研究が行われている) (表1) 。 

これらに対し、温暖化対策としての都市熱環境改善技術を対象に、地域特性を考慮した技術導入効果の

算定を行うため、外気温算定モデルの改良、地域特性を内包したデータベースの構築を行った。具体的
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には、萩島ら(2001)が構築した、外気温変化の定量的な把握と幅広い技術を評価可能とする鉛

直一次元モデル(以下AUSSSMと略記)を改変し7)、川崎市を対象として、気温・湿度・風速・雤量・日射量

の気象条件を考慮可能なプロセスモデルを構築した。さらに、保水性舗装のパラメータを追加し、都市

被覆改善技術の導入効果を算定している。本研究は実際の都市環境政策への情報出力を視野に入れ、こ

れらの研究に加えて、建物の高効率化などの技術インベントリを増やすとともに、都市スケールの建物・

土地利用制御の環境技術について、現状に即した導入政策の効果を算定するシステムの開発を目指す。    

具体的には、これまでに開発した外気温算定モデル及びGISデータベースの改善と、技術・施策オプショ

ンの整理により、都市・街区スケールでの都市熱環境改善技術・技術導入施策のCO2削減効果を算定する

「都市熱環境技術施策シミュレーションシステム」を構築する。 

 

 

本システムは、土地利用・建物用途情報等を含む地域環境GISデータベースを構築し、都市被覆改善技

術および建物改善技術を対象とした技術インベントリ・施策オプションを整理することで、より現実的

な算定ケース設定を可能としている。これまでの既往研究のように、技術卖体の外気温低減やCO2排出

削減効果については、これまでに報告されている。都市被覆改善技術については実測データに基づいた

研究により、緑地や舗装材の選択が外気温に与える影響を認めている10-12)。建物が受ける日射・熱負荷の

低減技術については屋上緑化や高反射率塗装等それぞれの技術について実測やシミュレーションにより

定量的な効果を認めている13-17 )。また空調設備の最適運転については実測実験によりビル管理システム

BEMSの効果が報告されている18)。これらの研究をふまえて、本研究では都市の施設立地と土地利用状況

に応じて適当な技術を組み合わせ、対象地域の空間特性をふまえた、算定条件の設定とケース設定を行

い、より現実的な技術・施策導入効果の算定を可能とする。 

計算結果を街区整備の方針に反映するために、対象地域を1kmメッシュで分割したメッシュごとの建

物・土地利用特性をもとに、都市熱環境改善技術の導入水準を設定してその効果算定を行なう。評価指

標は、夏季の高温化による電力需要の拡大に着目し、空調エネルギー消費削減量、CO2削減量を用いる。  

 

 

表-1 日本における都市熱環境改善技術研究事例 
 

対象 著者（年度） 技術 手法 概要 

都
市
被
覆
改

善
技
術 

澤田ら (2002)
 

10) 
都市緑地 TM データ解析 

東京都区部を中心とした範囲を解析し、水面、緑被地の量、および樹林地と

草地の比率が、都市内の緑被地の表面温度の高低に影響を及ぼすことを明

らかにした。 

鍋 島 ら

(2002)11-12) 

歩道用舗装

材 
実測実験 

大阪市にて9月の1週間を対象に行った屋外実験をもとに、歩道用の舗装平板

の熱的性能に関しての報告した。 

建
物
改
善
技
術 

福 田 ら

(2001)13) 
屋上緑化 

実測   

ｼ ﾐ ｭ ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ

（SMASH） 

温度実測を元にしたシミュレーションを行い、集合住宅の屋上にビオトープ緑

化した場合、最上階の年間熱負荷が約10％削減できると報告した。 

鈴 木 ら

(2007)14) 
壁面緑化 観測 

パネル型壁面緑化材を試験体とした観測をもとに、顕熱・潜熱フラックスの特

性について検討し、壁面緑化の顕熱フラックス抑制効果よる温熱環境改善効

果を把握した。 

岩 前 ら

(2006)15) 
断熱材 

定常伝熱モデル

による数値計算 

戸建て住宅を対象とし、部分断熱改修の空調への影響について、20件の住宅

実例プランをもとに検証を行った。 

酒 井 ら

(2005)16) 

高反射率塗

装 
実測実験 

高反射率塗装の室内温度上昇抑制について、同色の従来の塗装を用いた場

合と比較し、室内温度が0.3-3℃程度低下することを確認した。 

柳 内 ら

(1996)17) 

日射遮蔽 

ペアガラス 

ｼ ﾐ ｭ ﾚ ｰ ｼ ｮ ﾝ

（SMASH） 

シングルガラスからペアガラスにした際の窓の断熱・日射遮蔽性能が、 

暖冷房負荷及び住環境に及ぼす影響について定量的な把握を行った。 

吉田ら (2008) 
18)  

ＢＥＭＳ  実測実験 
季節に応じた空調機内設定の最適化について検討し、既存建物の運用改善

による主な効果を示した。  
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技術導入施策によるCO2削減効果を算定するシミュレーションモデルとして、土地・建物情報、

気象条件を入力して外気温の鉛直分布を算定し、ついで、建物フロアごとに吸気口周辺の外気温算定結

果を用いて、空調エネルギー消費量を算定するモデルを構築した。これを算定対象期間繰り返し、外気

温鉛直分布および各建物フロアのエネルギー消費量の時系列変化を得る。 

図4(1)に、任意の建物1階フロアを対象に、高度1.6mにおける外気温およびそれを用いて求められる空

調エネルギー消費量の時系列変化の算定例を示す。本モデル構築においては、これまでの報告7-8)
 に対し、 

 

 
図４(1)  1フロアの外気温・エネルギー消費量時系列変化 

 

評価対象技術を拡大し、住宅のみでなく大中規模ビルを対象建物としている。 
 

１) 外気温鉛直分布の算定プロセスの構築 

 土田・藤田ら（2007）が改変した7)、 AUSSSM
9)を用いて外気温鉛直分布を算定するプロセスを構築す

る。AUSSSMは、街路形状、地表面・屋上緑化、空調システムの性能等についてデフォルトのパラメー

タが提供されており、都市熱環境改善技術についての評価に用いられてきた。モデル全体は都市大気・

土壌・建物の3 つのサブモデルから成り、それらを完全連成系として取り扱っている。各サブモデルは

基本的に1 次元モデルにより構成され、建物サブモデルでは夜間の放射や建物排熱を考慮している。以

下では外気温分布算定の中核となる大気および土壌の各サブモデルについて概要を示す。 

 なお、本研究では気象条件のパラメータは1時間ごとに与えて、外気温、比湿、日射量、風速は、ケー

ススタディ対象である川崎市の気象観測値、降水量は横浜のアメダスデータを用いた。建物パラメータ

である建物高さ等は対象メッシュごとに設定し、その他アルベド等の物性値は、 AUSSSMのデファクト

の設定値を準用した。  

 

a. 都市大気サブモデル9)  

都市大気サブモデルは地表100mまでの接地境界層を対象とし、鉛直1 次元の熱・運動量及び水蒸気の

輸送方程式で表現される。基礎方程式は以下の通りである。 
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                      (1c) 

u：風速〔m／s〕、θ：気温〔K〕、 

q：比湿〔kg／kg〕、 

H 、 W (生成項)：人工排熱(空調排熱・交通排熱等により排出される)顕熱、潜熱 

 c：抵抗係数、 

a：卖位流体体積あたりの建物立体積〔m3〕、 

Km、Kh 、Kv ：乱流拡散係数〔㎡／s〕、 

m：流体体積密度〔‐〕 

 

建物の抗力の影響は流体体積の密度と抗力項により(1a)式第2項のように表現される．また、乱流拡散

係数は、、Gambo22-23）によるゼロ方程式で表現され、乱れの長さスケールは、キャノピーの影響を考慮

した近藤モデル24）に基づき算出する。なお、高度100mにおける境界条件として、観測データを平均的

大気の温度低減率に従い、高度100mに補正した値を用いる。 

 

b. 土壌サブモデル 

AUSSSMのキャノピー底部の土壌サブモデルは、アスファルト・土壌・芝生の3種類の土地被覆を想定

し、地中0.5mを温度指定境界とする1次元の熱伝導方程式により表現されている。大気への顕熱量はそ

れぞれの面積割合を考慮して各表面温度と大気側地表第1層空気温度との差がポテンシャルとして算出

される。各被覆条件において、蒸発や地中等への流出過程を含む方程式により水分量の時間変化が計算

される。さらに直達日射の反射等も考慮される。土壌サブモデルの方程式は以下のとおりである。  

 

     CGDEVSP
dt

d
xs  


           (1d) 

                                
s a t                       (1e) 

                             d r ys  
1

1                  (1f) 

            airsat

p

sat XX
C

reEVS 


         (1g) 

 ：重量含水率〔 kg/kg〕、 

SAT ：飽和含水率〔kg/kg〕、 

x =0.1m、
s ：密度〔kg/m3〕、 

dry ：絶乾密度〔kg/m3〕、P：降水量〔kg/m2s〕、 

airX ：地上湿度〔kg/kg’〕、 

satX ：飽和湿度〔kg/kg’〕、 

C：拡散による水分供給〔kg/m2s〕、 

EVS：蒸発量〔kg/m2s〕、GD：重力透水〔kg/m2s〕、 

re：蒸発比〔‐〕、α：対流熱伝達率〔W/m2K〕、 

Cp：湿り比熱〔Ws/kgK〕 
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図4(2)保水性ブロックの含水量と重力透水・蒸発比の関係 

 

AUSSSUMの改変にあたっては、上記のサブモデルに保水性舗装のパラメータを追加した７)．川崎市で

行った保水・透水性・芝生の各ブロックの性能比較実測実験25)により得られたデータを用い、 (1d)～(1f) 

式の重力透水、蒸発量のパラメータを作成した。 

重力透水・蒸発量は、各タイムステップでの含水量により決定する値である。式(1d)におけるGD(φ)

は各ブロックの重力透水と含水率の実測値から得られた関数(図4(2)左)を使用し、式(1f)におけるre(φ/

φsat)は蒸発量と含水量の関数(図4(2)右)を使用する。 

既存研究での貫流熱負荷の算定プロセスに加えて、日射負荷の算定プロセスを追加した。  

貫流熱負荷の算定式を式(2a)、(2b)、日射負荷の算定式を式(2c)、(2d)に示す。(2a)、(2b)式は、壁面、

屋根等の各部位を通じて室内に流入する熱フラックスの総量に室内外の気温差を乗じることで貫流熱に

よる負荷を算定する。 
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Q：熱損失係数[W/m
2･K]、Ai ：部位の面積[m

2
]  

Ki ：部位の熱貫流率[W/m
2･K]  

Lfi：土間床等の外周長さ[m] Kli：土間床等の外周に対する熱貫流率 [W/m
2･K] 

Hi ：外気等の区分に応じて定まる温度差係数 

Afi：土間床等の中央部の面積[m
2
] Kfi ：土間床等の中央部に対する熱貫流率[W/m

2･K]  

n ：自然換気回数 [回/h] B：気積[m3]、S：床面積[m
2
]( i：部位の種類)

  

 
tSQqo                       (2b) 

qO：貫流熱による負荷[W]、⊿t：室内外温度差 [K] 
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μ：日射取得係数 [-]、ηi：部位の日射侵入率[-] 

υj：方位係数[-]、(j は方位を表す) 

 

JSqs                          (2d) 

qS：日射による負荷 [W]、J：日射量[W/m
2
] 

 

 

 貫流熱負荷、日射負荷からなる、外気負荷による空調エネルギー消費量の算定については式(2e)を用い

る。 
 

            q =  (qO + qS) /ε                          (2e)  

q：空調エネルギー消費量[W]ε：空調機の成績係数 

 

本研究では、中規模ビル、大規模ビル、木造・非木造住宅を対象として算定した。  

なお、空調稼働時間中は、室温は常に設定温度に維持されると仮定し、外気温が設定温度を超える時

にのみ空調を使用することとする。部材の性能等を建物の用途・構造別に設定したそれぞれの物性値を

整理する 

 

                     表2 部材の性能等を建物の用途・構造別に設定した物性値 

 

 
 

 

さらに、本サブテーマで対象としたクールシティ施策及び低炭素施策と、モデルへの反映方法のリス

トを示す。施策は以下の3種類に区分される。 

・建物環境の改善：建物の物理特性を変化させることにより、空調負荷を低減する。外気には殆ど影響

を与えない。 

・エネルギーの効果的利用：エネルギーの面的利用や自然エネルギーの利用により、エネルギー消費量

を削減する。 

・大気環境の改善：地面の状態を変化させ、気温を低下させることにより空調負荷を低減する。 

記号 項目 用途分類 構造 値 単位 出典

Ki

i=w
壁面の
熱貫流率

戸建
集合住宅

木造 1.2 W/㎡・K

戸建・集合住宅：
省エネルギー対
策等級 3級

中規模ビル：
設計用最大
熱負荷計算法23)

鉄筋 1.11 W/㎡・K

中規模ビル 鉄筋 0.92 W/㎡・K

i=r
屋根・天井の
熱貫流率

戸建
集合住宅

木造 0.59 W/㎡・K

鉄筋 0.67 W/㎡・K

中規模ビル 鉄筋 0.59 W/㎡・K

i=f 床の熱貫流率

戸建
集合住宅

木造 0.67 W/㎡・K

鉄筋 0.83 W/㎡・K

中規模ビル 鉄筋 0.92 W/㎡・K

i=g
ガラス窓の
熱貫流率

- - 5.75 W/㎡・K
省エネルギー
ハ ンドブック24)

Hi
i=o

居室と外気の
温度差係数

- - 1 -
省エネルギー
ハ ンドブック24)

i=u
居室と床裏の
温度差係数

- - 0.6 -

ηi

i=w
壁面の
日射侵入率

- - 0.04 -

省エネルギー
ハ ンドブック24)i=r

屋根・天井の
日射侵入率

- - 0.04 -

i=g
ガラス窓の
日射侵入率

- - 0.88 -

υj

j=

東・西
東・西
方位係数

- - 0.45 -
省エネルギー
ハ ンドブック24)j=南 南方位係数 - - 0.39 -

j=北 北方位係数 - - 0.24 -

ε
空調機
成績係数

- - 4.9 -
フローベースの冷
房COP推移04年
値25)

26)

27)

27)

27)

27)

28)
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表3は、低炭素施策を念頭に作成しているが、「大気環境の改善」に分類されるものは大気の温

度を低下されるため、夏期のヒートアイランド現象の緩和にも効果がある。 

  施策の導入規模は、基本的には物理的な設置限界（ポテンシャルケース）を選択した。モデル上は、

特定地点への集中導入などより現実的な施策設定を行うことも可能である。建物の物性や土地利用など

を変更することにより、施策を表現する。 
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表3 モデルへの施策の反映方法 

施策区分 
施策名(評価する

施策効果) 

シミュレーションへの反映方法 導入規模 

変更するパ

ラメータ 

基準ケー

ス 
導入時 基準ケース 

施策導入ケース 

技術ポテンシャルケース 

建物環境 

 の改善 

高断熱素材 

（熱貫流量の低

減） 

内壁の厚さ 2cm 7cm 0％ 
100％ 

（全ての建物） 

窓日射遮蔽 

フィルム（熱貫流

量の低減） 

窓日射吸収

率 
0.0 0.54 0％ 

100％ 

（全ての建物） 

高反射塗布剤 

(熱貫流量の低減） 

屋上日射吸

収率・壁日射

吸収率 

0.75 

0.60 

0.191 

0.191 
0％ 

100％ 

（全ての建物） 

屋上緑化 

(熱貫流量の低減、 

蒸発散による放

熱) 

屋根の芝生

面積割合 
0.0 0.25 0％ 

100％ 

（全ての建物） 

エネルギ

ーの効果

的利用 

地中熱ヒートポン

プ（外気温低減に

よる間接環境効

果） 

空調排熱の

外気への放

出割合 

1.0 

戸建住宅：

0.0 

その他建

物：0.7 

0％ 
100％ 

（全ての建物） 

エネルギーの面

的利用／河川水

への排熱（外気温

低減による間接

環境効果） 

空調排熱の 

外気への放

出割合 

1.0 0.0 0％ 

多摩川沿いの建物で河

川水を用いた水熱源ヒ

ートポンプを利用 

大気熱環

境の改善 

(土地利

用の変

更) 

緑化 

（気温低減による

間接環境効果） 

土地被覆の

種別を変更

する 

アスファ

ルト 

人工地 

芝生 

緑地 
0％ 

建物、道路を除く全て

の地表面を緑化 

保水性舗装 

（気温低減による

間接環境効果） 

土地被覆の

種別を変更

する 

アスファ

ルト 

裸地 

保水性舗装 

全て非保水性 

のアスファル

ト 

全て保水性舗装 

地下水の汲み上げ

と散布 

（気温低減による

間接環境効果） 

アスファル

ト面の含水

量 

降雤によ

る水分供

給 

降雤に加え

て12時から

13時の1時間

散布を行う 

散布無し 全道路面に散布 
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低炭素社会と持続可能な都市を実現するための都市熱環境緩和技術として、保水性舗装、透水性舗装

に着目し、その実証試験を川崎市、等々力競技場中央駐車場にて行った。観測では、大気観測(日射量、

風速・風向、気温、湿度)、舗装面温度、土壌温度、土壌水分による計測、および蒸発実験を実施した。

評価対象は、100%、60%保水性舗装、透水性の3種類とし、バルク法による熱収支解析を行い、各舗装の

水・熱特性および温度低減効果を明らかにする。 

技術の面的導入に際し、等々力観測のような性能評価およびモデルへの組込を想定したパラメータ化、

モデル化が行われる。本年度は、技術・施策導入効果の評価対象として緑化及び保水性舗装導入による

都市熱環境改善の効果の検証を目的とした。川崎市指針等をもとにして、緑化及び保水性舗装の2種類の

政策オプションに対するシミュレーションを行った。緑化政策の計画として挙げられている5区分のうち、

工業用地、中高層住宅地、商業・業務用地のみを対象とし、公共公益施設については現状で施策目標を

上回っているため対象外とした。既存の公園についてはメッシュ自体の植生区分を変更するのではなく

メッシュの植生カバー率を変更した。また、保水性舗装について道路メッシュは施策対象外にするとと

もに、路面に常に一定量の水分を供給という条件を用いた。図5に川崎市の現状の被覆と緑化施策の条件

設定を示す。 

 

 
図 5 川崎市の土地被覆状況および緑化施策実施による被覆改善の条件設定 

 

緑化施策計画（案）

緑化政策実施後の土地被覆

対 象
緑被率

現状 施策

公 園 3.7% 30%

公共・公益施設 26.0% 10%

住 宅 0.0% 20%

事 業 所 0.0% 10%

工場 10.5% 15%

保水性舗装の実施地域（川崎市全域）

 

○道路メッシュは施策対象外
○灰色部分が導入対象

（条件）
1.路面に常に一定の水分供給
2.路面が保有できる水分量の
最大値を最大
3.アルベドの増大
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図6に都市熱環境改善としての緑化シナリオ条件を示す。｢緑化施策シナリオ｣は、川崎市における住宅、

及び事業系建物を为用途とした敷地については、川崎市緑の保全及び緑化の施策に関する条例に規定さ

れる緑化指針を参照している。本指針では、公園における緑化面積率を30%に、公共公益施設においては

建築敷地面積1、000㎡以上を対象に、その10％以上の緑地化を奨励している。この他、住宅地および事

業所では建築敷地面積の20%と10%以上の緑化面積率の導入を考えている。更に、工場立地法の改正によ

り条例による緑地面積率の緩和が可能となり、川崎市では都市計画法の工業専用地域の区域について緑

地面積の敷地面積に対する割合を15％と定めている。本計算では、これらの川崎市条例において奨励さ

れる緑化面積率を参考にし、緑化施策導入効果の算定を行った。 更に、積極的な緑化強化策として敷地

内で建物が建っていない部分を緑化し、公園の緑被率を100%にする、緑化導入可能な全地域での実施を

想定した条件設定「緑化可能地全域シナリオ」を行った。本解析では、以上の2つの緑化導入条件におけ

る外気温算定結果と、現状計算の算定結果を比較し、緑化導入による外気温の冷却効果などの評価を行

った。 

 

（４）都市環境政策における合意形成支援システム 

国内・外におけるシナリオ策定と研究のレビューを行い、近年のシナリオ策定の動向や課題について

整理する。次いで、そこで得られた知見を基に、都市スケールでの環境政策立案に向けたシナリオ構築

の枞組について検討を行なう。最後に、その枞組を基に都市における低炭素・循環型社会の形成に向け

た、ステイクホルダの参加に基づく都市スケールのシナリオ策定プロセスを設計する。 

さらに、都市スケールでの環境政策立案に向けたシナリオ構築の枞組を基に、都市における低炭素・

循環型社会の形成に向けたステイクホルダの参加に基づく、都市スケールのシナリオ策定のプロセス設

計を、対象地である川崎市行政担当者の協力のもとに推進した。 

 

  

 
図 6 緑化シナリオ条件 
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４．結果・考察 

（１）都市環境GISデータベースシステム構築 

まず、地域統計情報、環境観測情報、環境施設情報をもとに、都市環境および圏域環境のマルチスケー

ルの総合的な都市環境GISデータベースの枞組みを構築し、川崎市を対象として、都市の水環境、大気・

熱・エネルギー環境、資源立地に関するGISデータベース構築の基本プロセスを構築した。さらに、川崎市にお

いて実際に都市環境解析モデルによる試行的な技術・シナリオ分析を行うプロトタイプのデータベースを構築

して、試行的算定に供した。図7(1)～(4)に都市環境GISデータベースの基本フレームとその活用の合意形

成支援システムを示す。 

これにより、分野横断的かつマルチスケールのGISデータベース構築の基本的なフレームを共通に利用

することが可能となり、GISデータベース構築の効率化を図るとともに、他地域への展開の際にも共通フ

レームとして活用することが考えられる。 

人工排熱データベースの拡充を図り、都市水熱フラックス解析モデルでの入力データとして活用した。

人工排熱データでは、住宅建物は低層では1階から、集合住宅は各階から、業務建物は屋上からと排熱位

置を考慮したデータベースとしている。工場からの排熱も、空調排熱は屋上から、燃焼施設からの排熱

は各工場の煙突高さおよび地上排熱の2パターンに分けて情報整備した。川崎市と東京都、横浜の周辺地

域における人工排熱分布図を図8に示す。臨海部では重工業等の工場からの排熱量分布が多い傾向が確認

できている。これらのデータベースの出力例を図8(1)～(3)に示している。 

 

 
図7(1) 都市環境GISデータベースのフレーム 
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図7(3) 都市環境ＧＩＳデータベースのフレーム 

 

 
図7(2) 都市環境ＧＩＳデータベースのフレーム 
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図7(4) 都市環境GISデータベースのフレーム 

 

 

 

 
図8(1) 都市環境GIS データベースの出力例 
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図8(2) 都市環境GISデータベースの出力例 

 

 

 

 
図 8(3) 都市環境 GIS データベースの出力例 
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（２）水・熱・資源の統合的な都市水・熱フラックス解析モデルの開発 

１）都市水・熱フラックス解析モデルの開発 

 都市水・熱フラックス解析モデル（NICE-Urbanモデル）の川崎市全域への適用にあたって、簡易型 AUSSSM

モデルとの比較を通して、（株）JFE 提供の京浜ビル屋上でのブロック実験データ(2006 年 8 月)を用い

て様々な舗装面でのモデル検証を行った。オリジナル AUSSSM については比較的簡卖に計算が出来るとい

う長所がある一方で、芝生上での表面上に溢れた水については取り扱えない、アスファルト舗装内部へ

水は浸透しない、等の欠点があったためそれらの欠点の改良を行ったが、特に保水性舗装についての水

分量及び表面温度の再現性は非常に悪かった(Nakayama&Fujita (2007))3)。一方で、図 9 に示すように、

都市水・熱フラックス解析モデルでは舗装面内に含まれる水分量による熱容量・熱伝導率の変化を考慮

 
図9 保水性舗装の含水率と数値計算による比較とモデル検証 

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18
0

2

4

6

8

10

12

 

 

S
o

il
 w

a
te

r 
(k

g
)

Date

Water-holding

Obs.

AUSSSM-rev

NICE-URBAN(total)

NICE-URBAN(soil water)

NICE-URBAN(interception)

 
 

図10 都市水・熱フラックス解析モデルによる計算結果と気象観測値の比較 
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するように改良を行い、様々な路面タイプについて水・熱収支の実験値を良好に再現すること

が確認された (Nakayama&Fujita (2007)) 3)。 

都市水・熱フラックス解析モデルの検証として、川崎市内に設置されている気象観測データと比較を

行うことでモデルの検証を行った。図10は地上1.2-1.5mに設置されている百葉箱の気温と、モデル内で

は近似する地上1.6mにおける温度との比較を、代表的地点を選び比較を行った。その結果、ほとんどの

場所では実測結果に近い値を示した。計算初期のずれに関しては計算の安定化までに時間を要している

ため誤差が生じ、また8月9日以降の計算では大きなずれが見られているが、これは大気モデルにおける

降雤が模擬できていないため、気温が異なる結果となっている。この他にも、大気湿度、地下水位につ

いて、観測結果との比較検証を行った。 

図11に、代表的観測地点として久末における百葉箱のデータとの比較図を示す。その結果、計算開始

1-2日は助走期間となるため計算結果が大きく観測値と異なる値を示すが、それ以降は観測値に近づいて

いく。今回の広域スケールモデルでの計算では、降雤の再現性が十分に得られていない。久末を含め、

田島観測所における降水データで広域スケールモデルの降雤再現性を確認したところ、8月8、9日で89mm、

8月12日の9.5mm、8月16～18日27.5mm、8月25、26日で8mmと8月の1ヶ月間の総雤量が134mmとなっている

が、モデル計算では79mmとなっており、都市スケールモデルの計算結果の再現性が悪くなる原因となっ

ている。29地点の観測所における再現性の検証を表１に示す。ここでは、二乗平均平方根誤差(RMSE)お

よび相関係数を議論する。全観測地点平均でみると、都市キャノピーモデルにおける相関係数では0.72、

RMSEは2.99℃となっている．相関係数では、小学校に設置されている百葉箱より、一般局の観測地点で

の再現性が低い。 

パッチ化導入の前後での算定結果の違いは、パッチ化導入により温度の日変動が大きくなることにあ

り、特に最高気温の再現性について向上が見られる。これは、パッチ化導入前では観測地点を含むメッ

シュの土地利用面積比率が自然地は0.53、都市域が0.47であるため、このメッシュでは自然地として計

 

 
図11 都市水熱フラックス解析モデルの再現性 

（観測地点：久末） 
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算が行われたことによる。この観測地点は百葉箱が設置されている小学校や、住宅地が周辺に

点在していることから、都市域としての扱いが適切である。今回のパッチ化では、久末の観測地点のよ

うに、メッシュ内の土地利用が自然地と都市域が20～50%程度で混在している観測地点の再現性が向上し

ている（図12）。 

 

２）モデルの検証結果 

a.気象データの検証 

2006年8月を対象としてモデルのテスト計算を行い、川崎市内の気象観測地点(観測所および百葉箱29

点)における気温及び湿度、風速、降水についての検証を行った。気温・湿度・風速については良好な整

合性が得られたが、降水については期間中の大規模降水を再現出来なかった。したがって、気象モデル

の計算結果を利用するにあたり、以下の方針で利用することとした。 

 再現性の良い気温・風速・比湿に関しては、詳細モデル計算結果を利用 

 再現性に問題のある降水・日射量に関しては、観測データを利用 

降水・日射量については、観測と一致させることが難しい。低炭素施策の評価を行う上では、計算結果

と観測データを合わせて入手できる最も高精度なデータを用いることが好ましいため、観測データをそ

のまま用いた。 

 

b.地下水データの検証 

地下水の計算結果については、川崎市内の9箇所の観測井戸における地下水位とモデルにより再現され

た地下水位の比較を行った。年間平均の地下水位については、沿岸部から内陸にかけての傾向はおおむ

ね再現された。ボーリング柱状図をもとにした透水係数及び定水頭境界条件の利用により、平均的な地

下水位には改善がみられた。年内の地下水位変動については十分に再現できておらず、課題が残った。 

 

３）施策による外気温の削減効果 

  緑化施策および保水性舗装施策について、2006年8月を対象に外気温低減効果の評価を行った。緑化施

策においては、空地を全て緑化した場合（ポテンシャルケース）と、川崎市で現在計画されている緑化

目標が達成されたと仮定した場合の2条件について計算を行った。図13に緑化条件の設定を示す。 

 
図12 パッチ化による計算精度の向上 
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計算結果を図14、図15に示す。キャノピー内モデルの気温分布より、地上1.6m(百葉箱が設置

されている高さと同程度)で評価すると、夏期の昼間において空き地を全て緑化した場合では最大約

2.0℃、 緑化目標に沿って緑化を行った場合には最大0.5℃の気温低下が発生することが分かった。 

 

 
図 13 緑化施策の設定（ポテンシャルケース、左：緑化前、右：緑化後） 

 

 

 
図 14 緑化施策による気温の低減効果（2006年8月5日15時の時点） 
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図 15 都市スケールモデルによる出力結果例 

 

 

４）施策による空調消費エネルギーの削減効果 

NICE-Urbanモデルを用いて、2006年の8月1日～8月10日までの期間を対象とし、エネルギー消費量の計

算を行った。卖一施策の導入、および複数施策の導入によるエネルギー消費量の変化を計算した。その

結果、に示す試算値を得た。 

卖一施策の導入では、建物環境の改善が最も大きな改善割合を示し、次に効果が地中熱ヒートポンプと

なった。河川水利用の条件では、川崎市と東京都の境界を流れる多摩川の河川水を利用して水熱源ヒー

トポンプを利用すると想定した。図16に河川水利用の導入範囲を示す。エネルギー消費量削減率の計算

を行い、空調エネルギーの2.5%が削減されるとの試算を得た。 

 

 
図 16 河川水利用条件の適用範囲 
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果を算定した。全施策の導入による省エネ効果は61%、自然エネルギー利用施策の組み合わせ導

入による省エネ効果は16%という結果を得た。 

NICE-Urbanモデルを用いた評価では、図17に示すように、排熱量や空調エネルギー消費量、気温等の

空間分布を街区や地域卖位で算出することができる。川崎市の場合は建物が密集している市の中心部に

おける削減ポテンシャルが大きいことが示唆される。このような空間分布は、優先的に施策を導入すべ

き街区や地域の選定に有効であると考える。 

 

 
図 17 全施策を同時導入した場合の施策導入効果の分布図 

（詳細モデルによる試算、上：排熱量、中：空調エネルギー消費量、 

下：空調エネルギー消費量の削減量） 
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（３）環境改善技術・政策インベントリ構築と将来シナリオの構築 

低炭素社会と持続可能な都市を実現するために、都市熱環境緩和技術や資源循環技術の要素技術・施

策とステイクホルダとの対応関係を明らかにし、技術・施策インベントリの構築を行った。地域の環境

資源を活用する低炭素都市形成の技術評価システムとして、都市・街区スケールでの技術の効果を算定

可能な都市水・熱フラックス解析モデルによる環境技術適合性評価を行うために、各要素技術の導入効

果の算定を行う必要がある。 

都市熱環境改善効果が期待できる保水性・透水性舗装性能評価の実証試験を行った。その結果、約1週

間の観測では、100%保水性舗装は透水性舗装と比べ9.8Cの地表面温度低減効果があることが確認された

(図18(1))。その効果は、散水直後よりも、舗装材が乾燥してからの期間で効果が見られた。この理由と

して、100%保水性舗装の日射反射率は乾燥状態で高い上に、蒸発による冷却効果が得られたためと考え

られる。熱収支解析の結果からは、2つの保水性舗装は全観測期間を通して蒸発潜熱量が顕熱量を上回っ

ており、更に観測5日目以降では土壌水分の舗装面からの蒸発が確認された。保水性・透水性舗装自身に

含まれる水分だけではなく、土壌水を蒸発させることができることにより、より継続的な温度低減効果

が期待された。この温度低減効果の持続性については今後の検証課題となる。 

 
図18(1) 保水性・透水性舗装導入による外気温低減効果 
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選定したケースについて、川崎市川崎区を対象とした評価結果を示す。川崎区は市の東側に位置し、川

崎駅を中心とした商業地を含む、面積約40km
2、人口約21万人の区である。対象期間は2006年8月の1ヵ月

間、空調稼働時間を8～21時と仮定し、空調設定温度を26℃とした。空調設定温度は、省エネルギーセン

ターの調査結果29)、および環境省のチーム・マイナス6%の取り組みで冷房設定温度の基準として26.2℃

が取り上げられていることから決定した。 

 

a. 外気温変化 

 都市熱環境ケースシミュレーションを実施するに当たり、解析対象地内に設置されている気象観測デ

ータとの比較によるモデルの検証を行った。気象観測データとしては、川崎市公害監視センターが所有

する3地点の一般環境大気測定局データと、川崎市公害研究所が所有する5地点の川崎市内小学校百葉箱

データを用いた。これにより、解析対象内の気温分布の検証が0.5～2km間隔で可能となる。モデルの検

証は、2006年8月1日～31日における毎時データをもとに、二乗平均平方根誤差(RMSE)および相関係数に

よる評価を行った。その結果、解析期間における8地点の観測平均温度は28.1℃だったのに対し、計算平

均温度は28.76℃であった。また、同様に全解析期間を通した算定精度としては、RMSEが0.73℃、相関係

数は0.93での再現性が得られている。 

図19(2)に、晴天・弱風日であった2006年8月10日13時の、高度1.2mの各ケースにおける本モデルから算

定された外気温分布を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図18（2） 都市水・熱フラックス解析モデルによる計算結果（緑化施策導入） 
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図19(1) 建物・土地利用状況を考慮した建物及びその敷地への技術・施策オプションの構造 

 

表 4 技術および技術導入施策算定ケース 

 
 

 都市被覆改善技術では、表4に区分けして示したcase2の保水性舗装導入が比較的大きな外気温低減効果

が見られ、case3の建物改善技術は、いくつかのメッシュで建物排熱削減による外気温低減効果が見られ

る。case5の全ての技術および施策の導入ケースで最大の効果が見られた。  

case1の緑化は先に述べた技術卖体での効果算定では、高い外気温低減効果を示したが、図より、ケー

スシミュレーションにおける外気温低減効果は小さい結果となった。一方、保水性舗装は技術卖体の効

果算定では、緑化に劣るものの、図19(2)より、ケースシミュレーションでは大きな外気温低減をもたら

した。各ケースにおける技術導入量を比較すると、case1では、全メッシュにおける緑地の割合は約9%、

case2における全メッシュに対する保水性舗装の割合は約70%である。ここから、外気温変化の分布図は、

各要素技術の温度低減効果と導入可能面積の両方を反映した結果といえる。 

川崎区の土地利用状況を反映した技術導入による気温低減効果としては、保水性舗装が期待できると

の結果になった。 
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b. エネルギー消費およびCO2排出削減効果 

各メッシュにおける外気温算定結果をもとに、建物ごとに各階、各時間の空調エネルギー消費量を算

定した。 8月1ヶ月間のエネルギー消費量をメッシュごとに積算し、ケース0(現状ケース)からの各ケース

の差分を空調エネルギー消費削減量として図19(3)に示す。case1(緑化)は外気温低減と同様に、あまり大

きな効果は現れていない。case2(保水性舗装)は市街地を中心に外気温低減による、エネルギー消費削減

効果が見られる。case3(建物改善技術)は緑化と同程度の削減量となった。 case4では、川崎区の北西部で

エネルギー削減量の大きな地域が見られる。これは川崎駅周辺にアスファルト舗装面積や中規模ビルが

多く、case4における技術導入量が多い事と、外気温低下の影響を受ける建物が比較的多く存在する事か

ら、エネルギー消費量の削減効果が強く表れたと考えられる。 

 
 

図19(2) 各ケースにおける外気温分布 (2006年8月10日高度1.2m) 

 

 
図19(3) 各ケースにおけるエネルギー消費削減量 (2006年8月積算) 

case0 case1 case2

case3 case4 case5

case0 case1 case2

case3 case4 case5
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算定結果をもとに、CO2原卖位0.377kg-CO2/kWh
30)を用いて、ケースごとの川崎区全体でのCO2排出量を算定した結

果を図19(4)に示す。  

 これより、case 4、 5が高い環境改善効果が得られ、空調エネルギー消費削減効果としては、約541MWh、CO2に換

算すると約204[t-CO2/month]の削減に相当する事が明らかとなった。 

 

 

図19(4) 各ケースにおけるCO2排出量比較 

 

緑化政策オプションにより一部の都市メッシュが自然地に変更されるため、該当メッシュ（臨海部の埋め立て地な

ど）では涵養量の増加が観察された。キャノピー内温度については、緑化を行ったメッシュの上空では温度の低下が

見られた。また、緑化を行ったメッシュだけでなくてその周囲のメッシュにも0.1C程度と僅かではあるが気温低減

効果が表れていた。保水条件については気温の低下が顕著であるとともに、川崎区だけでなくその北側の東京付近に

おいても温度の低い領域が見られた。地表面温度については、保水時の温度低下が顕著であった。緑化時においても、

特に気温の最も高い時刻で0.5C程度の気温低減効果が見られた。これらの効果は高度が上昇するにつれて弱まり、3

つの条件での計算結果が類似してくる傾向が見られた。 

 

都市スケールモデルにおいて、降雤が見られず、気象観測値と高い相関性が得られた2006年8月19日～25日の期間の

データを用いて、緑化導入効果について検証を行った。図20は、解析対象期間の川崎市内における地上1.6mの平均気

温の、現状計算と2つの緑化導入条件での時系列変化を示す。この結果、緑化施策実施では、地上1.6mの高さでは日

最高気温で0.1℃の温度低減効果が見られるが、最低気温については現状と変わらない傾向を示す。一方、緑化可能

地全面導入シナリオは、日最高気温では約3℃、最低気温でも0.6℃程の温度低減効果が見られた。 

モデル計算では各シナリオ計算における各メッシュ外気温鉛直分布が算定される。この結果を用いて、各建物につ

いてフロアごとに吸気口周辺の外気温度を用い、空調エネルギー消費量を算定した。現状計算条件と緑化施策導入条

件の算定結果の差を、空調エネルギー消費およびCO2削減量として評価した。緑化導入による外気温低減効果が空調エ

ネルギー負荷に与える影響を評価した結果を図22に示す。まず、川崎市におけるエネルギー消費は業務より住宅にお

ける排出が多くなっている。これまで建物用途別の空調負荷に関する報告では、事務所および商業系ビルのような業

務系では貫流熱負荷を上回る建物内部負荷が発生するといわれている。そのため本解析では、業務部門からのエネル

ギー消費量を尐なく見積る結果になったと考えられる。 また、緑化によるエネルギー消費量削減効果としては、緑

化施策導入時でエネルギー削減量が現状の約0.3%、緑化可能地全面の場合は約4%の外気温負荷による空調エネルギー

消費削減であることが明らかになった。 
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 図20 都市水・熱フラックス解析モデルによる計算結果（保水性舗装導入） 

図21 緑化導入による温度低減効果 
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（４）都市環境政策における合意形成支援システム 

シナリオ策定プロセスは、行政機関や企業等のステイクホルダらによるシナリオ策定に向けた意思決定や合意形成

を、研究者や専門家等が科学モデルや都市環境データベースを用いて、合理的かつ科学的な枞組により支援すること

を企図している。平成21年度は、シナリオ策定の試行的な取り組みとして、川崎市の行政職員、市臨海部立地企業の

職員、さらには本研究課題に関係する研究者や専門家等を中心とし、都市－産業共生による循環型社会構築の可能性

を評価・検討する「産業共生型資源循環システム研究会」（合計4回）、既存都市への各種環境技術・政策の導入に

よる低炭素社会構築の可能性を評価・検討する「都市環境改善技術・政策シナリオ研究検討会」（合計4回）を企画・

運営した。 

都市に存在する活動・機能の多様性と、現実での適用施策の複雑さから持続可能な都市を目指す、分野横断の統合

的な都市環境施策を体系的に立案することが容易ではないことも事実である。個別の施策についての計画と評価だけ

はなく都市環境の制御にかかわる幅広い技術・施策オプションを視野に入れつつ、代替的な将来シナリオを設定し各

シナリオの状況下で有意となる施策を科学的に明らかにする「シナリオ誘導型」のアプローチが有効となる。 

 将来シナリオは、地球温暖化・気候変動のみならず、水環境や大気環境、エコシステムを含むあまねく環境課題に

ついて作成されており(表5)、いまや科学者や政策立案者、経営者等がが、不確実な要素の多い将来にむけた構想や計

画を練るための基本ツールとしての地位を確立しつつある。例えば、IPCCのEmission Scenario Databaseに収録されて

いる温室効果ガスの排出・緩和シナリオだけをとっても285種類に上る(;/www-cger.nies.go.jp/scenario/index-j.html)． 

排出・緩和シナリオの策定は、現在もなお多くの研究機関・組織で進められており、今後もその数は増加する見込

みである。シナリオがこのような広範な普及を見せる一方で、その科学的妥当性や政策立案への有用性等に関する体

系的研究はまだ初期の段階にある(ソースGlobal Environmental Futures、Simone)。近年の研究では、スケールの異なる

シナリオ同士－全球スケールのシナリオと国家を超える地域や、国家、都市スケールのシナリオ－の整合をとり、ま

た関係づけることで、シナリオのマルチスケール化を図り、より多様なステイクホルダの注意や行動の喚起が可能に

なることが示唆されている(ソースScale issues in scenario development)。 

国連の呼びかけで2001年に発足した世界的プロジェクトであるMA(Millennium Ecosystem Assessment)では、地球規

模での生態系サービスの評価に加え、「Sub-Global Assessment(SGA)」として合計18の地域(や国家、流域、あるいは

それ以下の区域)での評価を実施しているが、その理由の一つは、生態系の適正な管理には即地的な計画やそれに基づ

く行動が必要なためである(ソースBridging Scales and Knowledge Systems)。気候変動研究においては、気候モデルは予
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図22 緑化導入による空調負荷削減効果算定  
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測の前提条件として社会・経済シナリオを用いているが、現在は両者の連携が十分に行われていない。この

解決方法の一つとして、空間解像度の粗い全球あるいは地域・国レベルでの社会・経済シナリオを基に、化学物質等

の排出や土地利用の変化に掛かる詳細なシナリオを構築する手法の確立が求められている。 

近年わが国においても、シナリオの策定が様々な領域において進められつつある。内閣府総合科学技術会議は、2001

年9月の本会議決定を受け、政府全体として共通の政策目標とその解決に至る道筋を設定したシナリオ为導型の研究

開発を推進する仕組みとして、｢環境分野｣で５つの研究「イニシャティブ」を設定している(総合科学技術会議 自然

共生型流域圏・都市再生技術研究イニシャティブ、自然共生型流域圏・都市再生技術研究イニシャティブ報告書)．以

降、様々なシナリオの策定が、研究開発のみならず具体的な政策・施策の形成に向けて実施されている(表5)。 

わが国における政策・施策の形成に向けたシナリオの策定では、おもにバックキャスティング（Backcasting）と呼

ばれる手法が使われている点である。BackcastingはRobinson(Robinson (1990)、Futures Under Glass)により人間活動に関

わるシナリオ分析の方法として提唱され、1994年にはOECDの環境政策委員会が着手したEST(Environmentally 

Sustainable Transportation)プロジェクトで、環境面で持続可能な交通を達成できるような手段や戦略を同定するための

中核的な手段として採用されている(OECD Guidelines towards Environmentally Sustainable Transport)． 

国土形成計画の策定プロセスで、国土交通省が「目指すべき2030年の日本社会像について、全国民的レベルでより

具体的な議論が行われることを期待」して作成・公表した「2030年の日本のあり方を検討するシナリオ」は定性シナ

リオの適例である。他方、表やグラフとして情報を提供する定量シナリオは、通常、科学的な検証を経たモデルやパ

ラメータ、変数が明示されるため、シナリオの策定プロセスの透明性が高い。しかしながら、そのモデルのメカニズ

ムを理解するには高度な知識を要することが多く、ステイクホルダの理解を妨げる可能性をはらんでいる。 

 

表5 2000年以降の为要な地球・地域スケールでの環境シナリオ 

シナリオ 
作成 
为体 

発行 
年度 

目標 
年次 

対象 

課題 エリア 

The Road to 2050: Sustainable Development in the 21st 
Century 

WB 2006 2050 環境 全球 

Air Quality and Ancillary Benefits of Climate Change 
Policies  

EEA 2006 2030 大気環境 ヨーロッパ 

Millennium Ecosystem Assessment UN 2005 2050 & 2100 エコシステム 
全球および18の地域や国家、流域、あるいはそれ
以下の区域 

UNEP's 3rd Global Environmental Outlook UNEP 2002 2032 環境 世界を6地域区分 

African Environment Outlook UNEP 2002 2032 環境 アフリカを6地域区分 

Global Water Outlook to 2025 IFPRI 2002 2025 水環境・利用 36地域/国 

OECD's Environmental Outlook OECD 2001 2020 環境 10カ国(OECD加盟国) 

Asian Environment Outlook ADB 2001  環境 アジア 

IPCC's Special Report on Emissions Scenarios IPCC 2000 2100 気候変動 世界を4地域区分 

World Water Vision WWC 2000 2025 水環境 世界を18地域区分 

UNEP's 2nd Global Environmental Outlook  UNEP 2000 2030 環境 世界を6地域区分 

Global Biodiversity Scenarios for the Year 2100  GCTE 2000 2100 生物多様性 バイオームで10区分 

表6 わが国における政策・施策の形成に向けたシナリオ策定の取り組み 

シナリオ 作成为体 
発行 
年度 

目標 
年次 

対象 
策定プロセス 

課題 エリア 

脱温暖化2050プロジェク
ト 

「2050日本低炭素
社会」プロジェクト
チーム 

2007 2050 
気候変動 

(CO2排出量) 
日本 

2050年の社会像(シナリオ)に基づき、エネルギーサービ
ス受容と需要・供給エネルギー量と技術を同定し、これ
に基づきCO2排出量を推計 

持続可能社会の実現に向
けた滋賀県シナリオ 

滋賀県 2007 2030 
持続可能社会 

(温暖化、資源循
環、琵琶湖環境) 

滋賀県 

2030年の持続可能性を示す環境目標を温室効果ガス排
出量、琵琶湖水質、ヨシ群落面積、美しい湖辺域面積、
廃棄物最終処分量について設定し、それに至る手段や方
策に掛かる実現シナリオを構築 

技術戦略マップ－超長期
エネルギー技術ビジョン
－ 

経済産業省 2005 2100 
エネルギー分野

の 
技術戦略 

日本 
経済発展を前提に、2100年における資源・環境の制約条
件をシナリオとして仮定し、技術が満たすべき要件の調
査および技術確立の時期等を特定 

2030年の日本のあり方を
検討するシナリオ 

国土交通省 2004 2030 国土形成 日本 
2030年の日本社会が持続可能であることを大前提に、さ
まざまな外部要因によって変化し得る日本社会の未来
像(シナリオ)を策定 

○経産省(2005.10)、技術戦略マップ－超長期エネルギー技術ビジョン－、経産省 
○「2050日本低炭素社会」プロジェクトチーム(2007.2)、2050日本低炭素社会シナリオ：温室効果ガス70％削減可能性検討 
○滋賀県琵琶湖環境科学研究センター(2007)、持続可能社会の実現に向けた滋賀シナリオ 
○国土交通省、2030年の日本のあり方を検討するシナリオ作成に関する調査概要、http://www.mlit.go.jp/kokudokeikaku/futurevision/ 
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Alcamoが提唱するSASアプローチ( Alcamo(2001))は、シナリオの対象事象が将来どのような形で展開するかをスト

ーリーライン(「变述シナリオ」とも呼ばれる(脱温暖化2050プロジェクト))として变述的に記述する傍らで、モデルに

もとづき变述されたストーリーラインを補完する定量的な情報を供給するというプロセスを採用しており、定性アプ

ローチと定量アプローチの両方の長所を兼ね備えている。SASアプローチは、UNによるMAやわが国における脱温暖

化2050プロジェクトにおいてもシナリオ策定においても採用されており、シナリオ策定のスタンダードになりつつあ

る。 

 SASアプローチのもう一つの特徴は、参加型の策定プロセスを採用している点にある。SASアプローチでは、シナ

リオ策定に責任を持つ機関の代表者や機関外の専門家らにより構成される「シナリオ・チーム」、シナリオのステイ

クホルダである組織や個人の代表者らにより構成される「シナリオ・パネル」、モデルによるストーリーラインの定

量化を担う専門家らにより構成される「モデリング・チーム」の3者の連携により、表5のプロセスを経てシナリオが

策定される。 

 

 都市スケールでの環境政策立案に向けたシナリオ構築を含む本研究課題のシステム活用に向けて以下の方向性を

提示した。 

 

①マルチスケール化による都市スケールのシナリオ策定 

 集計的な評価のアプローチではなく、「環境フラックス」を空間分布と時間変化を定量的に算定することを可能

にするシステムを構築することによって、都市・産業の各ステイクホルダーごとの環境容量（Carrying Capacity）

の制約条件下での、合理的な技術政策選択オプションを同定するとともに、低炭素化社会実現への貢献を最大化する

技術・政策シナリオのゴールとそこへの道筋（Action Program）を提示することができる。 

都市・産業システムの代替的な技術・政策シナリオを定量的なインベントリとして用意することにより、環境フラ

ックス評価システムを用いて、地域環境保全ポテンシャルを高めるための都市・産業システムの設計を可能にする。

具体的には産業拠点を軸として都市活動との水・物質・エネルギーの共生的利用システムの再構築と、水系循環と熱

需給の都市環境インフラの形成を中核的な技術・政策シナリオにすえる。地域の環境資源量を効率的に活用すること

で、広域環境と地域環境への影響を最小化する持続可能な都市・産業システムの設計を可能にする評価体系によって、

地球環境保全の都市スケールでの技術・政策シナリオを明らかにするシステム構築が可能となる。 

全球あるいは地域・国レベルで策定されるシナリオを、環境改善に向けた都市スケールでの具体的な政策や計画に

結び付けるには、MAのSGAと同様に、上位のシナリオを前提としつつも、対象地域の即地的条件を踏まえて、空間・

時間的な解像度の高い都市スケールのシナリオへとローカライズする必要がある。 

空間的なローカライズのプロセスはちょうど、わが国の国土計画において、全国レベルでの土地利用基本計画によ

り国土利用の方向性が定められ、これを基に都市計画法や農業振興地域の整備に関する法律等にもとづいて都道府県

や市町村の個別地域の土地利用のあり方が詳細に規定されるという計画プロセスに似ている。 

時間的には、より具体的な政策や計画の形成、立案を視野に入れた場合、シナリオのタイムホライズンを、自治体

における行政計画を前提として設定する必要がある。市町村の具体的施策を方向付ける総合計画(地方自治法第2条の

4)や都市計画マスタープラン(都市計画法第18条の2)の年限が10年程度であることを考慮すると、都市スケールでのシ

ナリオのタイムホライズンも概ね10年(長くとも15～20年)とすることで、各種行政計画との連携が可能になると考え

られる。このように時‐空間のマルチスケール化による都市スケールのシナリオ策定を進めることにより、シナリオ

を自治体レベルの政策形成や計画立案に反映する素地ができあがる。  

 

②  参加型のシナリオ策定プロセスの必要性 

 わが国の都市においてシナリオに基づく環境政策の立案を考える場合、域内の住民や企業、事業所等の様々なステ

イクホルダの存在を無視することはできない。これは第１に、都市のシナリオが、それをもとに形成・立案が進めら
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れる政策や計画を通じてこれらステイクホルダに直接ないしは間接に影響を与えるためであり、また第2に、

これらステイクホルダの活動が、将来の都市のあり方に大きく影響を与えるためである。シナリオ策定プロセスにお

いて、ステイクホルダに将来の社会・経済・環境の変化に関わる展望や関心、利害を述べる機会を与える機会を設け

ることで、より現実的な将来シナリオの策定が可能になる。都市計画法に基づき市町村の都市計画に関する基本的な

方針を定める際に、住民等の参加手続きが必要とされるように、都市スケールでのシナリオ策定プロセスにおいては、

県や国を対象としたシナリオ策定プロセス以上に、ステイクホルダの参加手続きが必要になると考えられる。 

 

③ SASアプローチにもとづく都市スケールでのシナリオ策定の体制 

 SASアプローチに組み込まれた様々な为体の参加と連携の枞組は、都市スケールでのシナリオ策定においても有効

に機能することが期待できる。ただし、SASアプローチはもともと国家を超える空間スケールでのシナリオの策定を

想定した一般的な枞組である。 

わが国の都市における政策形成あるいは計画立案に繋がるシナリオの策定を構想した場合、自治体の行政機構や対

象とする環境課題に関わるステイクホルダの広がりを踏まえ、「シナリオ・チーム」と「シナリオ・パネル」の具体

的な内容を構成する必要がある。 

具体的には、対象とする環境課題やタイムホライズン等のシナリオのアウトラインを設定し、シナリオ策定の全体

をコーディネートするシナリオ・チームは、シナリオを受けて政策形成や計画の立案を進める自治体行政の関係部局

の職員を中心に構成することが適当である。また、シナリオ・チームは、策定プロセスにおいてシナリオ・パネルや

モデリング・チームとの連携が必要なため、シナリオ・パネルやモデリング・チームのメンバーを内包することが望

ましい。(図23) 

シナリオ・パネルのメンバーは、概略的には当該自治体の住民や域内で営業・操業する企業等の代表者が該当する。

シナリオやその後の政策や計画の導入に関わる利害の先鋭化が想定される場合は、その後の摩擦を回避するために、

ステイクホルダ分析(e.g. Consensus Building Handbook)等に基づいてメンバー選定を進める方法も考えられる。 
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図23 シナリオ策定プロセスにおける各为体の役割分担と作業内容  

 

本課題の研究成果の都市環境政策への展開に向けて、独立行政法人国立環境研究所と川崎市は、

環境技術による国際貢献を進める連携・協力に関する基本協定を平成20年1月に締結した。このな

かでは低炭素都市づくり研究におけるこれまでの連携をより一層進めて、環境技術による国際連

携を推進することを目指している。 

川崎市が進める環境と経済の調和と好循環を推進し、持続可能な社会を地球規模で実現するた

めの施策である「カーボン・チャレンジ川崎エコ戦略（ＣＣかわさき）」についての研究連携を

進めて、協定の下で、研究成果の情報発信の体制構築につなげた。(図24) 
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図24 自治体における研究開発の活用体制 

 

さらに、環境フラックスの解析モデルにより対象拠点都市における有意な施策・技術を同定し

たうえで、将来の環境技術を核とする代替的な都市環境施策シナリオの効果についての科学的根

拠を示すプロセスを設計している。本プロセスを用いて、ステイクホルダ間の都市環境の知識と

意識の共有を支援し、合意形成を促進するツールを提供できる。このフレームワークに基づく行

政支援を想定した川崎市－国立環境研究所における協定を締結し、より緊密な情報交換や共同研

究を進める基礎を固めることができた。さらに、都市環境GISデータベースの情報提供ツールとし

て、キーワード検索、地図表示、施策シナリオのカテゴリー検索機能を想定したインターフェイ

スの設計を行った例を図25～図27に示す。 

 
図25 政策立案（基礎情報と地域の環境情報を対象とした事例） 
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図26 行政の低炭素計画支援システムのデータベースインベントリ構造例 

 

 

図27 行政の低炭素計画支援システムのインターフェイスの構築例 
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５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

本研究は、都市産業構造の循環型への転換、産業活動を都市の代謝基盤として活用する産業共

生の社会システムの構築、さらに水系・物質・エネルギー系の広義の都市環境基盤としての都市

インフラの再構築を維持・再生する広範な施策オプションがもたらす、拠点都市とその周辺圏域

への影響を地域地区ごとに定量的に算定できる統合型のシナリオ構築と評価アセスメントシステ

ムを開発・運用することを目的としている。 

都市における統合的な情報の集積とマルチスケールに対応したデータの提供が可能な GISデー

タベースの構築を目指して、分野横断的な基礎情報の収集と加工および整備体系化を推進してき

た。これらのデータの中でも工場を含めた人工排熱分布を詳細に算定した結果は貴重であり、都

市域における人工排熱の影響評価のためにも重要なデータと位置づけられる。 

熱環境改善技術や低炭素都市設計に向けた取り組みが行われているが、これらの施策オプショ

ンがもたらす影響や削減効果等は定量的に提示されてきていない。本研究における保水性・透水

性技術評価から統合的都市環境空間解析モデルへの適用まで含む技術評価シナリオの提示により

施策オプションによる定量的な施策評価が可能となったことは科学的にも重要であると考えられ

る。平成21年度は、導入効果が算定可能となる都市水熱フラックス解析モデルの精度向上を図り、

施策オプションによるより定量的な施策評価が可能となったことは科学的にも重要であると考え

られる。 

本研究により、緑化や保水性舗装等これまで明確に低炭素効果が評価されていなかった施策に

ついて試算結果を示すことができた。また、性質の違う複数の施策を複合的に導入した場合の複

合効果を評価することが出来た。 

 

（２）地球環境政策への貢献 

都市スケールでの低炭素・循環型社会形成には、当該都市に腑存する環境資源の有効利用を前

提としつつ、地域環境への影響を最小化することが可能な環境技術や政策の同定が必要である。

今年度、環境フラックス評価システムの一環として開発を進めた、都市およびそれを囲む圏域に

ついての定量的な時空間のデータベースに基づき水循環利用、熱・エネルギー循環利用の地域環

境および地球環境への影響を定量的に評価する都市水・熱フラックス解析モデルは、都市・産業

活動に由来する環境影響の、水資源腑存、エネルギー消費の観点からの定量的評価を可能にする。

これらモデルは、対象都市における環境影響だけでなく、周辺都市・地域への、あるいはそれら

地域からの影響も評価可能なマルチスケールの構造を有しており、これにより、当該環境課題に

関わる対策技術や政策の評価や、有意な対策の選定根拠を科学的に提供することが可能になる。

例えば、低炭素型社会の形成では、都市熱環境改善策としての緑化導入による消費エネルギーや

これに伴うCO2排出量の削減効果の評価が可能になる。また、循環型社会の形成においては、都市

の動脈産業及び静脈産業構造を考慮した産業共生型資源循環システムの設計とその導入における

環境改善ポテンシャルの算定ができ、本システムの導入における動脈産業の選定、再資源化率か

らの廃棄物の考慮、他地域との連携など地域政策の方向性を検討することも可能である。 

本研究課題で開発を進める「環境フラックス評価システム」は、水、物質、エネルギーの腑存

と移動の評価と、環境負荷発生の地域・活動为体別の帰属と、地域の資源特性、環境特性に応じ



 

 

H-071-43 

た資源の賦存特性とその変化の時系列評価を可能にするものであり、今後の都市スケールでの環

境政策形成への貢献余地が大きい。また、本研究で設計されたシナリオ策定プロセスは、策定プ

ロセスにおける行政担当者や市民、企業関係者、研究者等の様々なステイクホルダの参加を想定

している。本プロセスは、既存の行政計画の策定スキームへの親和性が強く、都市レベルでの低

炭素社会の形成に資することが期待できる。これらの成果として、川崎市と国立環境研究所との

間で2009年1月23日に「街区エネルギー環境制御システム」等の包括的な連携・協力に関する基本

協定に調印し、具体的な政策設計支援の研究展開についての協議を進めている。 

 本研究の成果は、環境省の地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策編）策定研修会で用

いられ、低炭素施策に関する自治体担当者への情報提供の役割を果たした。今後は自治体の低炭

素施策策定のプロセスにおいて定量的な指標として用いることができるデータを作成するため、

検討を進める。 
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（２）都市活動に伴う有機物質・エネルギーの地域の分布型フラックス解析システムの構築に関
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［要旨］ 持続可能な社会の構築に向けて、地球温暖化防止に対応した「京都議定書目標達成計画」、 

エネルギー・資源の有効利用を促す「循環型社会形成推進基本計画」などの様々な取り組みが行

われている。このような取り組みに対応した持続可能な都市・地域システムを設計するため、よ

り実効的な評価モデルの構築が求められている。本研究では、川崎市とその周辺地域（1都3県）

を対象地域に設定し、活動为体間・地域間の相互依存関係を反映したマテリアルフロー・環境影

響解析モデルを構築した。拠点都市の産業共生型資源循環システムの直接および間接的な環境影

響ポテンシャルを評価した。マテリアルフロー・環境影響解析モデルの構築では、都道府県を対

象に廃棄物処理プロセスの詳細を評価できる物質フローデータベースを整備した。同データベー

スを活用して、静脈産業および地域間影響を評価できるように産業連関モデルの部門および空間

拡張を行った。構築したモデルの特長は、既存の廃棄物を対象とした産業連関モデルでは評価が

困難であった、1)廃棄物の発生から処理・再資源化までの一連のマテリアルフロー、2)多種・多

様な廃棄物処理・再資源化、3) 再資源化と減量化における環境・経済波及効果を定量的に分析可

能にした点である。産業共生型資源循環システムの環境影響ポテンシャル評価では、川崎市およ

び1都3県を対象に、現行シナリオ、積極的に地域内循環を推進するシナリオ、広域循環を推進す

るシナリオの比較を実施した。結果として、広域循環システム導入が対象地域全体の資源循環利

用量を増加させ、同時にCO2排出量を減尐させることを明らかにした。本研究で構築したマテリア

ルフロー・環境影響解析モデルは、広域における政策連携や役割分担の科学的な根拠を提供する

など、低炭素・循環型社会向けた地域政策の検討範囲をより一層広げることが期待できる。 

 

［キーワード］マテリアルフロー、産業連関モデル、資源循環、地域間相互依存 
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１．はじめに 

持続可能な社会の構築に向けて、地球温暖化防止対策としての「京都議定書目標達成計画」、

エネルギー・資源の有効利用を促す「循環型社会形成推進基本計画」などの様々な取り組みが行

われている。地方自治体においてもそれらの取り組みに対応した地域レベルでの計画と具体的な

実施案が求められ、その立案において国あるいは地球全体での環境問題解決を目指して政策目標

を設定することが必要となる。一方、地方自治体の政策目標は自地域内で発生する環境問題の解

決が第一義に設定されるのが現状である。そのため、地域政策の策定において、自地域と他地域

の間に生じるモノやサービスの取引に伴う他地域への波及的な環境影響が十分に議論されていな

い。また、地域政策の当該地域外への環境影響を評価するためのデータおよびモデルも十分に整

備されていない。したがって、活動为体間・地域間の連鎖・波及関係を前提にした、国あるは地

球全体の環境影響を削減する地域政策を導き出す環境影響評価モデルの構築が不可欠である。 

 

２．研究目的 

本研究では、川崎市とその周辺地域（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県の1都3県）を対象に、

産業共生型資源循環システムに着目した統合アセスメントシステムの評価サブモデルの検討を行

う。そこで、ライフサイクル思考に基づき、为体間・地域間の環境面、経済面などの相互依存関

係を反映したマテリアルフロー・環境影響解析モデルを構築し、対象地域の産業共生型資源循環

システムに起因する直接および間接（波及）的な環境影響ポテンシャルを評価する。 

 

３．研究方法 

（１）マテリアルフロー・環境影響解析モデル構築の概要 

産業共生型資源循環システムは、地域内の財・サービスの生産、消費から廃棄物の発生、処理、

再資源化、また、財・サービス・廃棄物の地域間移動など、産業活動全体に影響を及ぼすもので

ある。同システムを評価するマテリアルフロー・環境影響解析モデルの要件として、次の3点が挙

げられる。1点目は、産業、家計などの活動为体および地域間の相互依存関係の考慮である。2点

目として、従来の特定地域の廃棄物処理を対象とした評価で为である関連プロセスからの直接的

な環境影響だけでなく、ライフサイクル全体を通じた他プロセスや他地域で発生する間接的な環

境影響の評価が挙げられる。3点目は、川崎市、周辺の1都3県、日本全国といった異なる空間スケ

ールでの政策評価が可能であることが求められる。 

以上の要件を満たすため、マテリアルフロー・環境影響解析モデルの基本構造として産業連関

モデルを採用した。産業連関モデルは、为体間の相互依存関係を考慮した経済活動の波及影響の

分析に優れている。また、地域間移動（地域間交易）データを用いて空間拡張した地域間産業連

関モデルを構築することで、为体間のみならず地域間の相互依存関係によって生じる波及効果を

評価できる。しかし、産業連関モデルは本来経済分析を目的とするため、貨幣卖位での把握が困

難である廃棄物処理・再資源化活動の評価に限界を有する。そこで、地域別の廃棄物に関する物

量卖位でのフローデータベース（物質フローデータベース）を作成し、産業連関モデルの基礎デ

ータである産業連関表の静脈産業部分を拡張する（静脈産業部分の拡張）。さらに、空間拡張を

実施することによってマテリアルフロー・環境影響解析モデルが構築される（空間の拡張）。図1 

に、マテリアルフロー・環境影響解析モデルの構築手順（①～⑤）を示す。 
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図1 マテリアルフロー・環境影響解析モデルの構築手順 

 

（２）物質フローデータベースの作成 

物質フローデータベースに関しては、一般廃棄物および産業廃棄物の発生、収集、処理、資源

化、地域間移動の各プロセスにおける入出力量を推計し、データベース化した。同データベース

は 47 都道府県を対象とするが、一般廃棄物のように市町村レベルでの情報入手が可能なものは、

より詳細な地域区分を採用した。マテリアルフロー・環境影響解析モデルは産業連関モデルを基

本とするため、データベースの作成年（2000 年、2005 年）および作成基準を既存の産業連関表と

整合するように対応した。 

図2に物質フローデータベースの作成概要を示す。一般廃棄物の区分として21分類、産業廃棄物

の区分として、法的分類18分類を細分化した44分類を基本とした。一般廃棄物および産業廃棄物

の発生、収集、処理、資源化の各段階において、環境省の「一般廃棄物処理事業実態調査」と「産

廃排出・処理状況調査」から得られる地域別データをコントーロルトータルとして与え、各段階

の物質収支の整合性を取りながら詳細なプロセス入出力量を調整した。ただし、産業廃棄物の基

本データである「産廃排出・処理状況調査」 では、現実には複数存在する中間処理が一つのプロ

セスに集約されているため、詳細な中間処理プロセスの関連フローについて、関連業界統計を収

集して推計した。ここでは、中間処理プロセスとして、脱水・乾燥、油水分離・中和、破砕、堆

肥化、メタン化、飼料化、固形燃料化、バイオ燃料化、油脂抽出、コンクリート固形化、焼却、

溶融、直接資源化、減量化の全14分類を取り上げた。推計方法として、まず、地域別の実績値が

存在する「下水統計」1）の下水道汚泥処理や「産廃処理施設状況調査」2）の有機物焼却などは、統

計値をそのまま用いた。実績値は存在しないが既存研究・調査が存在する場合は（メタン発酵、

飼料化なしど）、対応する中間処理量を既存研究・調査の報告値を用いて配分した。実績値およ
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廃棄物の広域移動対策調査
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一部入手済み
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び既存研究・調査が存在しない場合は（脱水・乾燥、油水分離、破砕など）、中間処理合計量か

ら上記の二つの推計結果の差分を算定し、「産廃行政組織等調査」 3）における地域別の廃棄物種

類別・処理方法別の処理能力比率を用いて配分した。処理後の残さ発生量は、処理方式での地域

差はないと仮定し、関連文献とヒアリングから得た平均残さ率（残さ発生量/中間処理量）を用い

て推計した。 

 

 

図2 物質フローデータベースの作成概要 

 

（３）産業連関モデルにおける静脈産業部分および空間の拡張 

マテリアルフロー・環境影響解析モデルの構築では、物質フローデータベースを用いて産業連

関モデルの静脈部門の拡張が行われ、続いて、空間の拡張が行われる（図1）。以下、それぞれの

拡張法について示す。 

 

１）静脈産業部分の拡張 

産業連関モデルの静脈産業部分を拡張するため、地域産業連関表のフレームを考案した（図3）。

図3に考案した地域産業連関表のフレームは、金額部分と物量部分に大別される。金額部分は既存

の産業連関表の廃棄物処理2部門と再資源化1部門を詳細な中間処理分類（一般廃棄物14分類、産

業廃棄物16分類）に拡張し（図3の①、②）、付加価値と生産額も地域産業連関表との整合性を取

った（①、②、⑤）。物量部門は今回新たに追加した部門であり、廃棄物の処理フローを反映し

た部分である。一般廃棄物（処理前21分類、処理後13分類）、産業廃棄物（処理前44分類、処理

後42分類）における資源化量（有価物質量、直接資源化量）を含めた総排出量が図3の③-1、2、 
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図3 静脈産業を考慮した地域産業連関表のフレーム 

 

処理後資源化量③-3に位置する。さらに、直接資源化および各処理からの再資源化量（④-3、4）、

再生資源化物の動脈産業への投入利用量が把握できるように④-1を設けた。 

図3のフレームに合わせて対象地域の地域産業連関表を作成することによって、活動为体間（家

計、動脈および静脈産業）の相互依存関係を金額だけでなく物量卖位で評価できる産業連関モデ

ル（地域別モデルと呼ぶ）が導出できる。地域別モデルは、廃棄物・再資源化物を廃棄処理・再

資源化部門に変換させる配分係数（SW、SR)を用いて、地域産業連関表を正方形化することで得ら

れる。正方形化表の需給均衡式とそれから導出される産業連関モデル式を式(1)、(2)に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで、 y = i、k、m、XX =Xi、 ZWn、 ZRp 、aiy ：金額部門の投入係数（＝xiy/XX）、gwny ：

廃棄物排出部門の投入係数（＝wny/XX）、grpy：金額部門投入係数（＝rpy/XX）、Aiy=[aiy]、 Gwny=[gwny]、 
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Grpy[grpy]、SW：廃棄物排出の配分係数、SR：再資源化の配分係、である。 

 

地域別モデルは、図 3 のフレームの行和に位置づけられる各産業の地域内生産額、地域内廃棄

物排出量、処理方法別処理量および再資源化量を出力とする。各種政策における最終需要、投入

係数、配分係数を外生的に設定することで、経済・環境波及効果を評価することができる。また、

最終的な廃棄物排出量、処理量だけではなく、それに至る廃棄物の減量、再資源化量を加えた一

連の詳細なフローの分析も可能である。特に、本モデルの多種・多様な廃棄物処理に対応した評

価が可能であることが、 既存の廃棄物を対象とした産業連関モデル 4、5）と異なる点である。 

 

２）空間の拡張（川崎-1 都 3 県-その他地域） 

１）で構築した川崎市、1都3県、その他地域における地域別モデルを、地域間移動データを用

いて統合し空間（地域間）拡張することで、地域間産業連関モデルを構築した（地域間モデルと

呼ぶ）。地域間モデルの基礎データとなる地域間産業連関表のフレームを図4に示す。 

 

  

図4 地域間産業連関表のフレーム（川崎市-1都3県-その他地域） 

 

図4の地域間産業連関表のフレームは、チェネリー・モーゼス型モデル方式を採用した。地域間

産業連関表から導出される多地域間モデルは、地域間相互依存関係を考慮した地域の政策変化に

よる地域別の生産誘発額、廃棄物発生量、処理量、再資源化量の影響評価を可能にする。地域間

モデルに使われた交易係数は、動脈産業に関わる金額部分は物流センサスから得られる地域間移

動データとエントロピー極大化モデルによって産業連関表の移入出額を47都道府県間移動額に拡

張した推計値を用いた。また、静脈産業に関わる物量部分においては、廃棄物の地域間移動は環

境省の報告書「廃棄物の広域移動対策検討調査及び廃棄物等循環利用量実態調査報告」のデータ

を、有価および資源化物は紙、金属、廃プラなどの関連統計より県レベルの地域間移動量の推計
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付加価値

地域内生産

静脈
最終消費 地域内生産

動脈

産業 廃棄物処理 再資源処理

動脈 産業

不要物排出量 廃棄物処理

再資源投入 再資源処理

付加価値

地域内生産

静脈
最終消費 地域内生産

動脈

産業 廃棄物処理 再資源処理

動脈 産業

不要物排出量 廃棄物処理

再資源投入 再資源処理

付加価値

地域内生産

静脈
最終消費 地域内生産

川崎 1都3県 その他

交易係数 TYY
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数を用いた。 

 

 

 

 

 

 

 ここで 

 

ただし、Y=k（川崎）、i(1都3県)、s(その他地域)、AY：地域Yの投入係数、XY：地域Yの生産額、

廃棄物排出量、資源化量、FY：地域Yの最終需要、T1：動脈と再資源利用の地域間交易係数、T2：

廃棄物処理の地域間交易係数、SW：廃棄物排出の配分係数、SR1：処理による再資源化の排出係数、

SR2：再資源化の利用配分係数、である。 

 

４．結果・考察 

（１）資源循環ポテンシャルの評価 

産業共生型資源循環システムを検討するにあたって、川崎市、1都3県の対象地域が有する資源

循環ポテンシャルを評価した。ここでは、資源循環ポテンシャルとして、バージン財を代替とし

て利用可能な廃棄物量（純循環ポテンシャル）、実際の廃棄物の発生量と現在の利用量（現在循

環利用量）、さらに純循環ポテンシャルと現在循環利用量の合計で示される廃棄物全体の需要量

（需要ポテンシャル）を評価した。 

純循環ポテンシャルは、地域の産業構造によって利用可能な廃棄物が異なるため、まず現在有

機系廃棄物の中でバージン財の代替物として利用されている直接および処理後資源化物（代替物）

のケースを抽出した。それらが代替する財を各産業の用途別（188産業、20用途）に整理した。地

域別産業連関表を用いて、各産業の生産額あたりのバージン財利用額を求め、それぞれの卖価を

乗ずることで代替可能なバージン財量を算出した。また、技術的な限界を考慮するために、各種

文献や専門家の意見に基づいて設定した代替限界率を乗じて、代替限界量を産業ごとに算出した。

代替限界量を廃棄物で補うために必要な量、すなわち純循環ポテンシャルを地域別に推計した。

現在循環利用量は、物質フローデータベースの値を用いた。 

表1に、川崎市の18種類の廃棄物を8項目にまとめた資源循環ポテンシャルの評価結果を示す。

ただし、廃棄物を基準とした比較を行うため、表3の再資源化に関する量は、再資源化のため各処

理に必要な廃棄物排出量に換算した数値である。川崎市では、鉄鋼業やプラスチック業で燃料や

原料としての廃プラの需要ポテンシャルが約92万ｔで最も多いが、現在は移入分を入れて15%が循

環利用されており、85%は純循環ポテンシャルとなる。また、地域で処理可能な量（自地域内処理

量+移輸入量）を考慮すると廃プラは6%、廃油は16%、廃酸21%に留まり、需要ポテンシャルより過

尐であった。一方、紙類や動植物性残さ、汚泥類は需要ポテンシャルより廃棄物排出量が過大で
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あった。このように、川崎市だけ見た場合では、廃棄物の排出と循環資源としての需要ポテンシ

ャルの需給バランスが合わず、廃棄物が効率的に循環していない傾向が得られた。このことは、

卖一地域内での資源循環を前提とする現行システムの限界を示すものである。そこで、川崎市に1

都3県を加えた広域循環を前提としたシステムを想定することで、川崎市の廃棄物需給のアンバラ

ンスを緩和する方策を検討した。結果として、廃プラ処理で課題を抱える東京都から7.7万tの廃

プラを受け入れ、紙類また動植物性残さの需要ポテンシャルが高い埼玉県と千葉県にそれぞれ0.9

万t、0.3万tを送ることで、広域全体の資源循環率の向上が可能であることが明らかになった。ま

た、このような広域循環を成立させる需給バランスの条件を設定したところ（廃棄物排出量/需要

ポテンシャル：0.7-1.3）、繊維くず（1.3）、ゴムくず（1.2）については条件を満たし、両廃棄

物に関しては川崎市を含めた1都3県を循環圏として考えられる結果が得られた。 

 

表1 有機系産業廃棄物における循環ポテンシャル 

 

 

（２）産業共生型資源循環システムの環境影響ポテンシャルの評価 

 ４．（１）で検討した各地域の循環ポテンシャルの評価結果より、産業共生型資源循環システ

ムの方向性の一つとして、広域循環を前提するシステムの可能性が指摘された。ここでは、マテ

リアルフロー・環境影響解析モデルを用いて、産業共生型資源循環システムに関わるシナリオに

ついて、その環境影響ポテンシャルを評価した。シナリオとして、現在の廃棄物処理・再資源化

システム［シナリオ0］、４．（１）で評価した需要ポテンシャルに応じて川崎市内だけで可能な

かぎり循環利用する場合［シナリオ1］、シナリオ1に加えて川崎市の廃棄物の需要過剰分を1都3

県の廃棄物と同地域に移輸出される廃棄物で補う場合［シナリオ2］、さらに、川崎市の廃棄物供

給過剰分を1都3県に移輸出させて同地域内で循環利用させる場合［シナリオ3］、を想定した。環

境影響ポテンシャルとして、処理方式別の処理量、循環利用量、CO2排出量を取り上げた。表2に、

各シナリオにおける循環利用に用いられる廃棄物量、循環利用を通じて代替されるバージン財量

を示した。 

 

 

 

汚泥類 廃油 廃酸 プラ類 紙類
動植物性
残渣

動物の
ふん尿

その他

自地域内処理 1,162,917 3,331 5,385 31,213 80,109 6,434 0 53,824

移輸入 120,323 331 4,385 26,675 8,379 1,272 0 42,858

自地域内利用 1,567 3,116 4,805 135,975 65,576 1,014 0 45,577

移輸入 0 722 0 125,992 96 19 0 0

不要物 移輸出 -4,406 0 0 -25,462 -1,750 -5,838 0 -28,033

再資源化 移輸出 0 -968 0 0 0 -5 0 0

5,381 22,428 46,849 919,950 76,210 3,328 0 156,965

地域内資源化可能率（%） 100% 16% 21% 6% 100% 100% 0% 62%

現在循環利用率（%） 29% 14% 10% 15% 86% 30% 0% 29%

不要物

再資源化

需要ポテンシャル

川崎市
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表2 シナリオ別の廃棄物利用量およびバージン財代替量（t）

 
 

表2のシナリオ1では、 木くずと紙くずの1.4万ｔ が川崎市内で循環利用（燃料またはパルプに

代替）されることを示す。シナリオ2では、1都3県の需要ポテンシャルを超える廃プラ14.2万tが

川崎市内の鉄鋼業で循環利用されることを示す。また、シナリオ3では、川崎市内の需要ポテンシ

ャルを超えて排出した廃酸、紙くず、動植物性残渣の1.9万tを1都3県のパルプまたは化学製品の

原料として循環利用されることを示す。 

表2のシナリオ別に伴う廃棄物処理方式別の処理量増減量とバージン財代替量を金額に換算し

た分をバージン財生産の減尐分をマテリアルフロー・環境影響解析モデルに入力して、シナリオ0

を基準にした各シナリオによる環境影響ポテンシャルの変化を図5に示した。 

 

 

図5 現状に対するシナリオにおける影響変化量（循環利用量、CO2排出量） 

 

地域内循環を前提とするシナリオ1より広域循環を前提するシナリオ2、3の方が、大幅に循環利

用量を拡大させ、同時にCO2排出量を削減させる環境影響削減ポテンシャルが高い結果が得られた。

再生利用
廃棄物量（ｔ）

汚泥類 廃油 廃酸 プラ類 紙類
動植物性

残渣
木くず その他

シナリオ1 731 215 0 0 3,428 416 10,310 0

シナリオ2 0 2,742 0 142,168 0 0 0 0

シナリオ3 0 0 5,385 0 11,105 2,149 0 0

バージン財代替量
（ｔ）

砂糖・油脂
・調味料類

非食用作
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製材・合板
・チップ

パルプ 化学肥料

脂肪族中間

物・環式中
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石炭・原油
・天然ガス

シナリオ1 7.47 2.51 0.19 80.76 45.70 0 0
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シナリオ3 0 13 0 65 0 253 0
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詳細を見ると、循環利用量の場合、シナリオを重ねることにつれて廃棄物の循環利用量が増加し、

特にシナリオ2の1都3県からの廃プラの石炭代替量の効果が大きく現れた。CO2排出量の変化におい

てもシナリオ2の廃油や廃プラの焼却回避による削減効果が大きく現れた。さらに、シナリオ3に

は紙くずのパルプ代替によって、パルプ生産に必要とする石灰石の利用を回避した影響がCO2削減

に反映される結果となった。また、シナリオ1からシナリオ2において循環利用量が急激に増加し

たことから、需要ポテンシャルの高い川崎市が他地域から廃棄物を受け入れる影響が大きいこと

が分かる。一方で、廃棄物の受け入れ先の川崎市から直接排出するCO2は増加し、廃棄物の提供先

である1都3県からのCO2排出量は間接的に減尐する結果が得られた。以上より、広域循環を前提と

する産業共生型資源循環システムの環境影響削減ポテンシャルが高いことを明らかにした。広域

循環は、廃棄物の供給先と需要先の間でCO2排出責任の不平等を発生させる可能性がある。したが

って、広域循環システムの設計においては、地域CO2排出責任における地域間不平等を是正する地

域間連携ルールを検討する必要がある。 

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

本研究では、産業共生型資源循環システムの設計を支援するマテリアルフロー・環境影響解析

モデルの構築をした。モデル構築のために作成した物質フローデータベースは廃棄物処理に関わ

る都道府県別の詳細フローの情報を提供するものであり、特に統計的制約より困難であった精緻

でかつ現実に対応した産業廃棄物の問題発見および対策評価に大きく貢献することが期待できる。

また、マテリアルフロー・環境影響解析モデルは、既存の廃棄物処理を考慮した産業連関モデル

で評価困難であった、1)廃棄物の発生から処理・再資源化までの一連のマテリアルフロー分析、

2)多種・多様な廃棄物処理・再資源化の評価、3)再資源化と減量化の誘発などにおける環境・経

済波及効果の定量的な分析を可能にした点で科学的意義がある成果と言える。 

 

（２）地球環境政策への貢献 

 低炭素・循環型社会の形成において、循環資源の有効利用率の向上とともに、地域および地球

環境への影響を最小化する地域政策が求められている。物質フローデータベースの作成を通じて

明らかになった産業廃棄物の中間処理、資源化に関するデータでは、既存統計ではカバーしきれ

ない地域別（バイオマス系、化石系）の詳細な中間処理・資源化状況を知ることができ、将来の

低炭素・循環型社会の形成を支援する貴重な基礎数値資料となりうる。また、構築したマテリア

ルフロー・環境影響解析モデルは、为体間および地域間の相互依存関係に伴う環境負荷(廃棄物、

温暖化ガスなど)の誘発における波及プロセスを明らかにすることが可能である。そのため、本モ

デルを用いて、広域圈での政策連携や役割分担の在り方に関する科学的な根拠を提供することで、

低炭素・循環型社会に向けた地域政策の方向性提示に貢献できる。 
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該当なし 

（５）マスコミ等への公表・報道等 

該当なし 

（６）その他 

 該当なし 
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H-071 水・物質・エネルギーの「環境フラックス」評価による持続可能な都市・産業システムの

設計 

（3）研究市活動に伴う水・エネルギーの地域フラックス解析システムの構築に関する研究 

 

慶應義塾大学   環境情報学部             渡邉正孝 

      政策・メディア研究科 講師       丹治三則 

 

＜研究協力者＞ 

慶應義塾大学   環境情報学部 

      政策・メディア研究科 助教       高崎健二 

 

平成19～21年度 合計予算額   32,287千円 
 （うち、平成21年度予算額         10,091千円） 

※予算額には、間接経費を含む。 

 

 

［要旨］夏季の外気温の上昇は空調システムのエネルギー消費量を増加させ、夏季のCO2排出量

を増加させる一因となっている。これまで各種のヒートアイランド対策が進められているが、民

生業務部門の床面積が集中しヒートソースとなる都心部では、冷熱源が不足しており、雤水や地

下水等の都市に均等に腑在する冷熱源を利用することが、問題解決の手段として有効と考えられ

る。 

そこで、本研究では冷熱源として雤水及び地下水に注目し、土壌水分量の変化をより精緻に表

現することで、土壌の保水及び蒸散によって都市キャノピー気温を低下させる機構を評価可能な

都市キャノピーモデルを開発した。これにより都市のキャノピー温度、地表面、土壌面の水・熱

の移動が連続的に解析できるモデルとした。また、これに建築物からの人工排熱量を定量化して、

都市の水・熱フラックスを解析するモデルを開発した。 

民生業務部門からの人工排熱量が大きい東京都心部を対象として、現況の地表面温度及びキャ

ノピー気温の再現計算を行った。モデルによる計算結果は、2003年8月および2009年8月の現地観

測データを用いて計算値の評価を行った。また、2002年8月に取得された衛星観測データを用いて

テストエリア全域における面的な評価を行った。検証の結果からは、現況再現可能なモデルであ

ることが確認された。 

 

［キーワード］ヒートアイランド、都市キャノピーモデル、SiB2、人工排熱量、土壌水分 

 

１.はじめに 

関東圏では都心部への財・サービスの集中により、エネルギー消費量および人工排熱量が増加

してきた。同時に、土地利用改変に伴う自然地の減尐により、ヒートアイランド現象が顕在化し

てきている。これらの問題に対して、環境省、国交省、東京都では各種の「ヒートアイランド対

策事業」を実施し、問題解決のための技術開発と普及を目的とした政策を推進している。 

これまでのヒートアイランド対策には、対流顕熱を対流潜熱化する対策として各種の緑化、対

流顕熱の緩和として風の道形成、人工排熱を潜熱化としてエアコンの室外機の更新等がなされて

いる。しかし、冷却のための冷熱源が十分に供給されていないため、外気温上昇にともない建築

物内でのエネルギー消費量が増加し、また降雤が不足するとアスファルト等の路面、壁面の温度

上昇を避けられないという問題を抱えている。これに対して涌水・地下水に雤水を加えた多様な

水循環を活用することにより、これまでのヒートアイランド対策がより進行すると考えられる。 

 

２．研究目的 

本業務では圏域・都市スケールでの技術・政策シナリオについて、水・熱・大気の環境フラッ

クスの観点からアセスメントを行う分布型モデル（圏域スケールの水・熱・大気の環境フラック

スの統合アセスメントモデル）の開発を行う。 

都心部の熱環境の解析と施策の評価を目的として、都市に腑在する環境資源である水循環の機
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能（浸透・蒸発散機能）の影響を考慮した都市キャノピーモデルを構築する。モデルには街区ベ

ースの建築物地理情報を基盤とした人工排熱量を算出する分布型モデルを開発し、水・熱・エネ

ルギーフラックス解析システムの構築を行う。モデルは2002～2004年までの首都圏における気温、

湿度等の観測結果を用いて検証する。 

なお、本研究で開発する都市キャノピーモデル及び人工排熱量は統合され、民生業務部門の多

い都市部の熱環境を解析し、同地域における政策評価をすることを目的としている。加えて、各

サブモデルは国立環境研究所で開発を進めているNICE-Urbanモデルの検証と入力条件として構成

される。 

 

３．研究方法 

（１）都市キャノピーモデルの開発 

１）モデル構造 

本研究で用いる都市キャノピーモデルは、Sellersら

によって開発されたSiB(Simple Biosphere model)を植

生地（生物圏）モデルとし、都市モデルと水体モデルを

加えて開発した陸面過程モデルである。 

このモデルは１つの陸面グリッドの中を都市、水体、

植生地に分類しそれぞれの領域でフラックス計算をし、

その合計 (面積割合で加重平均)を大気側に渡すモザイ

クモデルである。都市キャノピーモデルの概念図を図1

に示す。本モデルに人工排熱量、地下水量の推定モデル

の結果を組み込み、陸面および土壌における空隙率、長

波放射、短波放射等の物性値を舗装材毎に変更し計算を

行う。 

 

ａ都市形状及び放射過程のモデル 

建物群のモデル化は、建物が放射場に及ぼす影響を考慮するために、①有効体積率、②形態係

数・天空率、③地表面からみた形態係数、④建築物からみた形態係数、⑤日影率をパラメータと

して計算を行った。なお、方法論の詳細は足永らの文献（7）に譲る。ここでは、都市キャノピー内

の詳細な放射分布は取り扱わず、建物壁面、地表面及び天空の間で交換されるトータルの放射熱

量を以下の要領で取り扱う。足永らによれば、多重反射を考慮した各面の短波入射熱量は式（１）

で表される。 

 ・・・（１） 

 ただし、 

  SR   : 短波入射熱量 [W/m2] 

N、S、E、W : それぞれ北、单、東、西の壁面 

  G  : 地表面 

R  : 屋上面 

  ηi  : 対象とする面の平均的な日影率[-] 

  ΩA→B  : AからBを見た形態係数[-]；後述 

  Sd  : 直達日射量 [W/m2] 

  Ss  : 拡散日射量 [W/m2] 

  ρk   : 素材kの日射反射率[-] 

  Fk  : 素材kの面積割合[-] 
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図1 都市キャノピーモデルの概念図  
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図3.2 土壌温度（6層）の定義位置 

 

図2 土壌温度（6層）の定義位置 

 

ｂ熱・水収支のモデル 

ⅰ熱収支式・水収支式 

熱収支式については、屋根の温度の保存式、壁

面の温度の保存式、地表面温度の保存式、地中温

度の保存式、放射、顕熱輸送、潜熱輸送の式から

表現される。また水収支の支配方程式は屋根、壁

面、地表面の貯留水量、土壌水分量から表現され

る。なお、詳細は田中らの文献（10）に詳しい。 

 

ⅱ6層での土壌温度の解析 

従来のSiB2では、地表面・地中の2種類の温度

がアウトプットとして得られる。これを鉛直6層

で温度を算定できるよう改修を行った。ただし、

現状の変数を解いた後、地表面温度から地中6層の温度を算定するようにした。6層のモデルは、

SiB2の改良版であるSiBD（コロラド大）に収録されており、これを本モデルに合うよう改変した。

具体的にはサブル－チン soiltherm及びsoilpropである。組み込まれているのはBonanのsoil 

thermodynamic model とされており、NCARのLSMに実装されているBonanの式(3)と同様とみられる。

表層側では地表面温度を境界条件とし、深層側ではゼロフラックスの境界条件を設定している。6

層は、従来の3層に対し、表層に1つ、第2層に3つ、第3層に2つの層を振り分けることを想定して

プログラミングされており、本検討でも図2に示すように各層を等分割した中心に温度計算点を配

置した。 

 

ｃ水面からの蒸発のモデル 

 水面での純熱フラックスは式（２）で表される。 

    cebraraSrSH  
     ・・・（２） 

 ここで、 

 

     

    fluxheat  conductive000185.0000308.01.269

flux,heat  eevapolativ1026.22493 000185.0000308.0

radiation, catmospheri  17.01109.5

c

3

24
7

1

3

radiation,solar net 265.0194.0


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ここで、φScは晴天時の日射量、Cは雲量、eは水蒸気圧、Taは気温、Wzは水面上高さzでの風速、

ρは水の密度、esは水面上の気温に対する飽和水蒸気圧、ezは海面上高さzにおける水蒸気圧であ

る。 

 

 

 

ｄ自然地のモデル 

 自然地の陸面モデルは、SiB2(2)に準拠している。なお、

図3は土壌を3層とするSiB2の構造図であるが、本研究で

は自然地においても、6層の土壌温度算定式を併用してい

る。 

 

 
図3 SiB2のモデル構造 
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２）計算期間 

モデルの計算期間は2002年7月20日～2004年3月31日および2009年8月とした。 

 

３）データセット 

気象データについては、図4に示すアメダス観測

地点から東京地点の観測データをもとに、ドライ

バデータを作成し、GISにより現実的な建物寸法を

再現し、東京周辺を対象とした2次元的な（各格子

では1次元計算である）計算を実施した。 

 

 

 

 

 

４）地表面の設定 

ここでは、構築した都市キャノピーモデルの都市域に対する振る舞いをみるため、SiB2で解く自然

地との比較を行った。なお、SiB2で設定されている植生タイプ(stype)及び土壌タイプ(vtype)を表1

に示す。 

 

表1 植生タイプと土壌タイプの設定 

 J=1 J=2 J=3 

I=1 

樹木 

stype = 4 

vtype = 3 

草地 

stype = 4 

vtype = 9 

裸地 

stype = 4 

vtype = 10 

I=2 

アスファルト 

stype = 8 

vtype = 10 

透水性アスファルト① 

stype = 9 

vtype = 10 

透水性アスファルト② 

stype = 10 

vtype = 10 

 

新たに設けたタイプの意味は以下のとおりである。 

 

・vtype 10 : vtype = 9と同じ．但し、fpar、 lai、 vcover をいずれも1.e-5とした 

・stype  8 : stype = 4と同じ．但し、porosityを0.01、 satCO=1.e-10 

・stype  9 : stype = 4と同じ．但し、porosityを0.8、  satCO=1.e-6 

・stype 10 : stype = 4と同じ．但し、porosityを0.8、  satCO=1.e-6、 rootd=4.5m、 sodep=5m 

 

都市域では、アスファルトに共通の設定を表2の通りとした． 

 

表2 アスファルトの設定 

Porosity 水理伝導度 水分張力 地表水の貯留量(mm) 地形勾配 B値 

0.9 1e-6 -0.12 0.2(アスファルト)1.0（透水性） 0.08 7.12 

 

土地被覆データは500mメッシュ、50mメッシュデータとも共通で、表3の通りである。 

 

 
図4 アメダス観測地点 
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表 3 土地被覆データの区分 

No. 
土地利用分類 

大分類 中分類 小分類 

01 

山林・農地等 

山林・荒地等 

02 
農地 

田 

03 畑・その他の農地 

04 
造成地 

造成中地 

05 空地 

06 

宅地 

工業用地 

07 

住宅地 

一般低層住宅地 

08 密集低層住宅地 

09 中高層住宅地 

10 商業・業務用地 

11 
公共公益 

施設用地 

道路用地 

12 公園・緑地等 

13 その他の公共公益施設用地 

14 河川・湖沼等 

15 その他 

16 海 

17 対象地域外 

 

 

（２）人工排熱量算出モデルの開発 

１）モデル構造 

人工排熱とは「大気、水、土壌などの環境媒体が

受ける熱量」であると定義する。熱源となる照明器

具、空調設備、厨房機器、給湯機器、内燃機関、ボ

イラー、焼却炉を対象とし、業務オフィス、建築物、

交通、事業所及び住宅からの排熱量を算出する。 

建築物からの人工排熱モデルは、2つのサブモデ

ルから構成される。第1に「エネルギー消費量算定

モデル」で、床面積あたりのエネルギー消費原卖位

から建築物における全体のエネルギー（電力、ガス）

消費量を推定する。第2に「建築用途別排熱推計モ

デル」で、建築設備データベースから建物の形状別

の空調設備を特定し、大気への排熱（顕熱、潜熱）

を算出する。エネルギー消費量及び人工排熱量の算

出式は式（３）の通りである。 

 

２）空間スケール 

キャノピーモデルと統合することを念頭に、東京区部では50ｍメッシュ、それ以外の地域では500

ｍメッシュのグリッドデータとして人工排熱量の整備を行った。特に人工排熱量が大きく、ヒートア

イランド現象の最も大きな都心部においては50ｍメッシュでデータを整備している。 

 

３）原卖位 

a 時間スケール 

 月別にエネルギー消費量、人工排熱量を計算しているが、排熱量が大きいと想定される8月について

は1時間ごとの人工排熱量を計算できるように設計した。 

 

 

 

)( iiiiii ccccFE δγ  
 

     ・・（３） 

 
 Ei: 建築用途別のエネルギー消費量 

 Fi: 建築用途別の床面積 (㎡) 

 i: 建築用途 

 αci: エネルギー消費量原卖位(冷房用) (Mcal/㎡・月) 

 βci: エネルギー消費量原卖位(暖房用) (Mcal/㎡・月) 

 γci: エネルギー消費量原卖位(給湯用) (Mcal/㎡・月) 

 δci: エネルギー消費量原卖位(一般電力) (Mcal/㎡・月) 

 Sehi: 顕熱排出量原卖位 (KJ/㎡/h) 

 lehi: 潜熱排出量原卖位 (KJ/㎡/h) 
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b 建築用途別床面積 

東京都都市計画地理情報システム（平成13

年、平成14年データ）、神奈川県都市情報シ

ステムに収録されている、建物用途別の延べ

床面積データ（「H12 年基礎調査建物現況

HOUSE2000 データ」神奈川県都市情報システ

ム・データベース、2000 年）をもとに、用途

別床面積データを建築用途別床面関及び建物

棟数データを整備した。表4に建築用途別分類

を示す。 

表4 建築用途別分類 

官公庁施設 スポーツ・興行施設 

教育文化施設 独立住宅 

厚生医療施設 集合住宅 

供給処理施設 専用工場 

事務所建築物 住居併用工場 

専用商業施設 倉庫運輸関係施設 

住商併用建物 農林漁業施設 

宿泊・遊興施設  

 

c エネルギー消費量原卖位 

尾島ら手法(1)に基づき冷房、暖房、給湯、一般電力消費の4項目のエネルギー消費量原卖位を決

定した。 

 

d 人工排熱量原卖位 

人工排熱量（顕熱・潜熱）の算出では、建築用途及び床面関規模による空調設備の違いを考慮

する必要がある。「都市における人工排熱抑制によるヒートアイランド対策調査報告書」(9)では、

事務所、商業施設、ホテル、学校及びその他の用途、集合住宅、戸建住宅について、建築物床面

関規模別に建物を類型化し、8月の時間別の人工排熱量の原卖位を顕熱・潜熱別に推計している。

本研究ではこの原卖位を用いて人工排熱量の算出を行った。 

 

（３）地下水を用いた冷却効果に関する検討 

 都市におけるヒートアイランド対策としては雤水や地下水を冷熱源として利用することが、

問題解決の手段として有効と考えられている。しかしながら、ヒートアイランド問題が顕著な東

京においては戦中、戦後を通じて地下水の利用が進み低地部で地盤沈下が発生したため、工業用

水法（1956年）、ビル用水法（1962年）、東京都公害防止条例（1969年）などの揚水規制が行わ

れた。1970年代からは地盤沈下が沈静化の傾向を示し始め、1995年以降は年間2cm以上の沈下は発

生していない。このような地盤沈下を抑制する施策により地下水位は回復してきた (13)が、現在で

は反対に地下水位の回復に伴う地下構造物の浮き上がりが問題となると共に様々な場所で漏洩地

下水が発生している。これらの漏洩地下水は、河川または下水道に放流されているが、地下水は

年間を通じて水温が15℃前後であることから、外気温との温度差を利用して、夏季には冷熱源、

冬季には温熱源として活用できる未利用エネルギーとなる（15）。 

 

a 外気を漏洩地下水により予冷した場合 

 （外気を冷凍機で作られた冷水で冷やす前に、漏洩地下水で冷やす方法） 

  漏洩地下水の冷却熱量は式（４）で求められる。 

 

   Qw = 60G(twf-twi)×4.187/3.6[W]  ・・・（４） 

    Qw：冷水側の熱量[W] 

    G ：冷水の流量[ℓ/min] 

    tw：冷水の温度[℃]   （添字iは入口、fは出口を示す） 

 

 流量Gは4500tの漏洩地下水を冷房稼働時間15時間(8時～23時)で利用するとした場合、予冷前地

下水温度(twi)を15℃、予冷後地下水温度を20℃とすると以下の削減が可能となる。 

  G=4500/15=300[kℓ/h]=5000[ℓ/min] 

  Qw=60×5000×(20-15)×4.187/3.6≒1744583[W]≒1504[Mcal/h] 

 

 これが漏洩地下水で冷やすことの出来る熱量となる。上記の削減量を1500Mcal/h、仮にビルの

熱源で作る熱量が計5000Mcal/hであれば、約30％（1500/5000=0.3）の削減が可能となる。 
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b 冷却水に漏洩地下水を活用した場合 

 （冷却水の温度を下げて冷媒の圧縮に必要な電力

を削減する方法） 

 冷媒温度と圧力の関係が図5の様であった時、冷

媒温度44℃時の圧力は10.0kg/c㎡(0.98068MPa)と

な り 、 冷 媒 温 度 30 ℃ 時 の 圧 力 は 、 7.5kg/c ㎡

(0.73551Mpa)となる。 

 圧縮機の送り出す圧力を0.1MPa下げた時に消費電

力 を 約 10% 削 減 で き る (16) と す れ ば 、

24.5%={(0.98068-0.73551)×10/0.1}の削減となる。 

 

 

 

 

４．結果・考察 

（１）都市キャノピーモデルによる結果 

開発したモデルを用いて年間の日別都市キャノピー気温の計算を行った。図6にモデルによる都

市キャノピー温度と地表面温度の計算結果から作成した2003年の8月20日正午の温度分布画像を

示す。本画像からは、表面温度とキャノピー温度がともに都市域では高温域を構成する中、皇居

や新宿御苑などの緑地を多く含む場所では周辺部と比較して明らかに温度が低いことが分かる。 

 

 
図6 2003年8月20日正午の地表面とキャノピーの計算温度 

 

 

（２）人口排熱量の空間分布結果 

東京都、神奈川県全域の人工排熱量のうち、東京都心部における時刻別建築用途別人工排熱量

と時刻別建築用途別人工排熱量の中で、最も排熱量の多い事務所系の東京都心部における人工排

熱量分布を図7に示す。当該地区はオフィス・事務所系の高層建築物が多数集中している地域であ

る。東京都心部における時刻別建築用途別人工排熱量によるとオフィスビル（事務所、官公庁）

の業務時間内（9時～19時）は事務所からの人工排熱量（空調設備）が著しく高い。商業施設につ

いても同時間帯(9時～19時)における人工排熱量が高く、夜間になると低くなる傾向がある。事務

所及び商業施設については他の建築用途に比べて全排熱量に占める潜熱排熱量の割合が比較的高

い。逆に、集合住宅、独立住宅については19時以降に高い人工排熱量を示すようになり、20時か

 
図 5 冷媒温度と圧力の関係 



 

 

H-071-76 

ら21時の時間帯に人工排熱量がピークとなる。住宅では、事務所、商業施設と比較して全排熱量

に占める顕熱排出量の割合が高い。 

 

 
図7 東京都心部における時刻別建築用途別人工排熱量及び事務所系の人工排熱量(12時) 

 

（３）モデルによる計算結果の検証 

１）東京都環境科学研究所の現地観測データを用いた検証 

 モデルによる計算結果について東京都環境科学研究所の現地観測データ（ METROS：

Metropolitan Environmental Temperature and Rainfall Observation System/首都圏環境温度・

降雤観測システム）を用いて検証を行った。この現地観測データは23区内の約100か所の为に小学

校で観測されているもので、今回はこの観測地点の内の12か所における観測値を用いてモデルに

よる計算値の検証を行った。図8にMETROSの観測地点および12か所の検証地点を示す。2003年7月1

日～8月31日の12点における観測データとモデル計算結果を図9に示す。今回、検証地点として選

点された12個所は、解析対象エリアに含まれる東京都による実測地点の全てであるが、モデルで

の計算結果と現地での観測値を比較した結果（図9）からは、検証地点の12個所全点で計算結果が

現地気温を良好に再現することが確かめられた。 

 

 
図8 METROSの観測地点および検証地点（緑色の円が検証地点） 
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図9 METROS観測値とモデルによる計算結果 

 

 

 ２）都心部における現地観測データを用いた検証 

 東京都の現地観測結果を用いた検証では、観測地点の多くが小学校等のグランドに設置され

た測定装置を用いたものであるため都心のオフィス街などは検証地点に含まれていない。また、

これらのグラウンドの多くは舗装されており異なる土地被覆面を検証したことにはならない。こ

のため、都心部における現地観測結果 (11)を用いてモデルによる計算結果の検証を行うこととした。

図10に観測地点を示し、図11に観測値と計算値をプロットしたグラフを示す。検証期間は2009年8

月16日0時から8月28日18時である。計算値と観測値の比較を行ったグラフからはモデルによる計

算が現地気温を良好に再現していることが分かった。 
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図10 2009年8月の現地観測点 

 

   
図11 計算値と観測値の比較 

 

 ３）人工衛星観測画像を用いた検証 

 モデルによる計算結果を検証する際に最も確実な方法は現地観測データを用いて比較を行う

方法である。しかしながらこの方法では広範囲な及ぶテストエリア全域を検証することが困難で

ある。このため、本研究では、広域を観測可能な衛星観測データを使用してモデルによる計算結

果の評価を行った。ここで人工衛星による観測は、地表面温度を計測するものであり、モデルで

の計算とは本来得られる値の定義が異なる。このため、計算値と観測値が必ずしも一致する訳で

はないが、面的な比較を通じて全体の傾向について判読することによりその原因を明らかにした

上で本モデルの有用性を示すことが可能となると考える。 

 検証で使用した衛星データは、熱赤外域の観測が可能な衛星からTERRA衛星搭載のASTER/TIR
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センサ画像データを用いた。ASTER/TIRデータは、観測幅60㎞、地上分解能90mで観測を行ってお

り、観測時刻は10時30分である。このため、モデル計算時刻とは30分のずれがある。モデルでの

計算結果の検証に使用するための処理としては、まず、テストエリアを含む衛星データが、東京

と神奈川を含む上下2シーンで構成されるため、其々に地図投影を行った後、モザイク処理を行っ

た。次にデジタル値から分光放射輝度への変換および輝度温度への変換を行った。変換後の衛星

データについては、大気の影響やセンサ自体に由来した誤差が含まれるため東京都が実施した現

地観測データ（12）から図12に示す9点の現地観測データを用いて簡易校正を行った。図13に衛星画

像とモデルによる計算結果のシュードカラー画像を示し、図14に衛星観測値とモデルでの計算値

の差分を画像化したものを示す。差分画像について判読を行った結果からは、都庁周辺や東京ビ

ッグサイト等の場所で温度差が大きくなっている事が分かった。 

 

 
図12 衛星の簡易校正に使用した現地観測点および観測データ 

 

 
図13 簡易校正後の衛星画像およびシミュレーション結果 
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図14 衛星画像とシミュレーション結果の比較（差分画像） 

（４）考察 

 都市スケールでの水・熱・大気の環境フラックスの観点からアセスメントを行うモデルの開

発を行った。構築されたモデルを用いることにより過去から将来に亘る都市の気温を再現、また

は推定することが可能となる。実際には都市の熱環境をモデルにより完全に再現することは困難

であるが、その計算値の精度と誤差の傾向等については、事前に把握されモデルの有効性につい

て十分な検討されなければならない。このため、本研究では、現地観測データを用いて2003年8月

の計算結果の検証を行い、次に最もヒートアイランド現象の顕著な都心部における検証として

2009年8月の現地観測データを用いた検証を行った。また、面的な評価を行うため2002年8月に取

得された衛星データ（ASTER/TIR）を用いた検証を行った。 

 まず、現地観測データ（METROS）を用いた2003年8月の検証では、検証地点の12個所全点で計

算結果が現地気温を良好に再現することが確かめられた反面、観測点の12個所の多くが小学校の

グラウンドであるため、異なる土地被覆の全てを検証したことにはなっていない。また、ヒート

アイランド現象が顕著な都心部の検証にも十分であるとは言えない。このため都心部における検

証として、対象地域を为に丸の内周辺とし、2009年8月の約2週間に亘り観測された現地観測デー

タとモデル計算値の比較（図11）および広範囲の地表面温度を観測する衛星画像を用いた検証（図

13）を行った。このらの結果について、まず2009年の都心部の比較では、計算値が現地観測温度

を良好に再現している事が分かった。次に2002年8月10日の衛星観測画像との比較では、全体とし

ては似たような温度パターンを示すものの、図14の差分画像に見られるように場所により温度差

の傾向が異なっていることが分かる。ここでの相違点については大きく以下の3点となる。 

① 郊外の住宅地を中心としたエリアでは比較的差が小さく、且つ均一であるが都市部

では温度差が大きく、且つ温度差にばらつきがあり場所も一様に分布していない。 

② 丸の内周辺については①の様に温度差にばらつきがなく比較的良好に計算値と衛

星観測値が一致している。 

③ 都庁や東京ビッグサイト周辺では特に温度差が大きい。 

 ここでモデル計算に使用した土地利用のオリジナルのメッシュサイズについて考えると、東

東京都庁周辺

部 

東京ビッグサイト 



 

 

H-071-81 

京区部では50m、それ以外の部分では500ｍであるため郊外の部分ではメッシュサイズが粗く、そ

れに応じてモデルでの算出温度も平均化され、同様に粗い解像度である衛星データと良好に一致

したのではないかと考えられる。これに対して、50ｍメッシュで構成される部分に関しては、衛

星が約2倍程度粗い観測を行っているのに対して、シミュレーションでは詳細な土地利用を基にし

た詳細な計算が行われた結果、衛星観測値と一致しないメッシュが多く発生していると考えられ

る。②の丸の内に関しては、①の50ｍのメッシュと同様でありながら、衛星観測値と非常に一致

している。これについては本エリアが密であり、街区内が均一な土地利用（オフィスビル）であ

るため異なる解像度間の比較においても良好に一致したのではないかと考えられる。③ここでの

人工排熱は为にエアコンなどから大気中に排出されるものであるため、衛星の観測データには反

映されない。このため特に大規模な施設周辺では、衛星の観測値とは異なる結果を示しているも

のと考えられる。 

 現地観測データや衛星画像を用いたモデルによる計算結果の検証では、特に人工排熱量の大き

な場所では観測結果と異なる気温を示す場所も存在したが、テストエリア全体としてはモデルに

よる計算結果が現況を良好に再現しており、将来の都市の熱環境シミュレーションに十分に使用

可能であると考えられる。 

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

 構築されたモデルによる計算結果は、過去と現在の都市のキャノピー気温を良好に再現してい

る。このため土地被覆などの入力パラメタを変更することで将来の都市の熱環境の変化について

も様々な状況を想定したシミュレーション実験を行うことが可能となった。特にこの計算モデル

では、土地被覆、土壌タイプ、土壌水分を考慮したモデルの構築が行われているため、土壌から

の蒸発散による冷却効果が気温などに与える影響を定量的に評価することができる。これは将来、

雤水や地下水等を用いて都市を冷却する場合の効果を見積もる上で重要である。 

（２）地球環境政策への貢献 

 本研究で開発されたモデルを用いることでヒートアイランド現象のメカニズムである「人工排

熱量の増加」、「外気温の上昇」、「追加的冷房需要の発生」、「CO2排出量の増加」と言った一

連の機構を解明する事が可能になると共に土地被覆や土壌水分、または気象条件を変更したシミ

ュレーション実験を行うことで将来に亘るキャノピー気温の推定が可能となった。これらの検討

結果については、土地被覆の転換や地下水の利用による人工排熱の抑制等、将来の都市熱環境の

改善につながる適切な施策を実施する際の有用な基礎資料とする事が可能と考えられる。 

 本研究で得られた成果については、今後学会を通じて広報・普及に努める。 
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Conference on Integrated Diffuse Pollution Management、 Khon Kaen Univ.、 Thailand、 

25-29 August 2008 

2) M. Watanabe：Ecosystem Services Management on Satoyama for Sustainable Society、 ICRAF 

world Agroforestry Congress 、  Symposium organized by UNEP and the Ministry of 

Environment、 Japan、 UNU-IAS、 26 Aug. 2008 

 

（３）出願特許 

 該当なし 

 

（４）シンポジウム、セミナーの開催（为催のもの） 

 該当なし 

 

（５）マスコミ等への公表・報道等 

「渡辺正孝：放送大学、環境工学（流域の水管理）」 

 

（６）その他 

 該当なし 
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